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1-1 研究の背景  

 

1-1-1 人口減少と集約型都市構造の必要性  

 

 人口減少，少子高齢化が我が国の大きな課題であると指摘されるようになって

久しい．国土交通省によると 2060 年の我が国の将来人口は 8,674 万人にまで減少

すると推計されている 1)．さらに詳細に 2010年から 2060年までの変化をみると，

高齢人口は約 516 万人増加する一方，生産年齢人口は約 3,756 万人，年少人口は

893 万人減少すると推計されており，人口減少や高齢化の問題は避けることがで

きない深刻な課題であることがわかる（図 1-1）．  

 上述した人口減少，高齢化に起因する課題は地方都市で特に顕著であり，モー

タリゼーションの進展とともにこれまで低密に広がった都市の，急激な縮退が予

想される．そのため人口規模に合わせて賢く都市を集約させることが強く求めら

れている．この状況を改善するための都市形態として，注目を集めているのが集

約型都市構造である．  

 このような中で，集約型都市構造であるコンパクトシティへの転換を促進する

方策として都市再生特別措置法が改正（2014 年 8 月）され，これに基づく「立地

適正化計画」の策定が各自治体で行われている．2018 年 5 月 1 日時点で，立地適

正化計画について具体的な取り組みを行っている自治体は 407 団体である 2)．  

 集約型都市構造は，2006 年の都市計画法改正に向けた社会資本整備審議会の諮

問「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか（第一次答申）3)」において，はじ

めて議論がなされた．その後，2007 年の第二次答申を受けて，国土交通省は集約

型都市構造の実現に対して，都市交通と市街地整備の両面から相互の施策が連携

することが重要であると明示している．さらに 2014 年の都市再生特別措置法の

改正では，生活サービス機能と居住を誘導し，都市を集約させるコンパクトシテ

ィの概念に，面的な公共交通ネットワークを再構築する「コンパクト＋ネットワ

ーク」の考え方が新たに示された 4)（図 1-2）．  

以上の経過より，都市再生特別措置法の改正とそれにもとづく立地適正化計画

は，これまで多くの議論がなされてきた集約型都市構造の実現するための，新た

な枠組みであると考えることができる．  
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出典：国土交通省 HP；http://www.mlit.go.jp/common/001123470.pdf 1) 

図 1-1 我が国の将来人口 

 

 

出典：国土交通省：立地適正化計画の手引き 4) 

図 1-2 コンパクトシティ+ネットワークの概念  

  

http://www.mlit.go.jp/common/001123470.pdf
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1-1-2 立地適正化計画と非集約エリアの政策  

 

 以下に示すのは，国土交通省による「集約型都市構造に向けて」5)と題した資料

で示された，国としての支援の考え方，今後の取り組むべき課題である．  

＜都市交通政策に関する課題＞  

１）総合交通戦略の更なる推進方策  

２）駐車場の戦略的整備方策  

３）中心市街地等での歩行者空間の確保方策  

４）公共交通の公益の評価手法の検討  

＜市街地整備施策に関する課題＞  

１）既成市街地の再構築を進める制度の充実  

２）エリアマネジメントを促進する各種方策の検討  

３）地方都市等の市街地整備における民間資金の活用方策の検討  

４）郊外部における市街地の賢い縮退を推進する方策の検討  

 上記の下線に示されているように，集約型都市構造の実現に向けた課題として，

郊外部からの縮退が明示されており，「市街地の縮退問題について様々な観点か

ら，対応策，制度の充実等の検討が必要」と述べられている．しかし，集約のあ

り方や誘導施策の議論に比べ，郊外部のあり方や縮退を推進する方策についての

議論はあまりなされていない．  

前述した立地適正化計画では，都市サービス機能を集約する「集約エリア」と

して「都市機能誘導区域」と居住を誘導する「居住誘導区域」を設定し，都市の

集約化を図るとしている．表 1-1 には，都市機能誘導区域及び居住誘導区域を設

定することで得られる各種支援制度の一部を示す．これを見ると，支援制度の大

半は誘導区域側に設定されており、誘導区域外の政策としては、空き家再生にお

ける除去事業（居住誘導区域外）など限られている（森本：2018） 6)．  

 以上のことから，コンパクトシティの議論において，集約エリアの議論は盛ん

に行われてきた経過がある一方，立地適正化計画を含め，集約エリア外である「非

集約エリア」のあり方には不明瞭な点が多いことがわかる．コンパクトシティの

形成に向け，集約エリアと非集約エリアの議論は表と裏の関係である．今後は，

非集約エリアのあり方に関する議論も必要不可欠である．  
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表 1-1 立地適正化区域内で活用可能な予算措置 

出典：森本章倫：立地適正化計画における非集約エリアに関する研究，日交研シ

リーズ平成 29 年度共同プロジェクト，2018 年 6) 

  

事業名  事業概要  対象区域  対象区域の補助率  担当課  

都市・地域

交通戦略

推進事業  

都市構造の再構築を進めるため、立地

適正化計画に位置づけられた公共交

通等の整備について重点的に支援を

行う。 

（居住誘導区域内で、人口密度が 40

人/ha 以上の区域で行う事業、居住誘

導区域外で行う施設整備で、都市機能

誘導区域間を結ぶバス路線等の公共

交通にかかるもの等） 

立地適正

化計画区

域内  

直接  

（間接） 

１／２ 

（１／３） 

国土交通

省  

都市局  

街路交通

施設課  

都市・地域

交通戦略

推進事業  

（補助金）  

地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律等に基づく協議会等に対し

て、都市構造の再構築を進めるため、

立地適正化計画に位置づけられた公

共交通等の整備について重点的に支

援を行う。 

（居住誘導区域内で、人口密度が 40

人/ha 以上の区域で行う事業、居住誘

導区域外で行う施設整備で、都市機能

誘導区域間を結ぶバス路線等の公共

交通にかかるもの等） 

立地適正

化計画区

域内  

直接  １／２ 

国土交通

省  

都市局  

街路交通

施設課  

空き家再生

等推進事

業  

老朽化の著しい住宅が存在する地区に

おいて、居住環境の整備改善を図るた

め、不良住宅、空き家住宅又は空き建

築物の除却及び空き家住宅又は空き

建築物の活用を行う。 

（除却事

業タイプ） 

居住誘導

区域外  

 

（活用事

業タイプ） 

居住誘導

区域内  

直接  

（間接） 

除却タイ

プ 

１／２ 

（１／２） 

 

活用タイ

プ 

１／２ 

（１／３） 

国土交通

省  

住宅局  

住宅総合

整備課  

住環境整

備室  

http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239382.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239383.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239383.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001239383.pdf
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1-1-3 大規模小売店舗の立地問題と法制度   

 

 前項までに述べたコンパクトシティの議論において，大きな課題のひとつとし

てあげられるのが，大規模小売店舗（以下，大型店舗）の立地問題である．2000

年のまちづくり 3 法の制定と 2006 年の都市計画法の改正，そして 2014 年の都市

再生特別措置法の改正は，いずれも大型店舗の立地問題を都市計画という枠組み

の中で扱うべき課題であると示していると捉えることができる．  

 まちづくり 3 法の制定以前，大型店舗の立地は，1973 年に制定された「大規模

小売店舗における小売業の事業活動の調整に係わる法律（以下，大店法）」によっ

て調整が図られていた．しかし 1990 年代の大店法の運用緩和は，大型店舗の出店

増加や店舗の大型化，郊外立地を助長させることになる（箸本：1998）7)．そして，

大型店舗の郊外化は，中心市街地の衰退や，渋滞の発生等の外部不経済の問題を

顕在化させ，経済的な規制以外の居住環境や都市計画の視点から大型店舗の規制

の必要性が指摘されることとなった．結果として，大型店舗の規制に都市計画の

視点を盛り込んだまちづくり 3 法が制定された（荒木：2007）8)．すなわち，大型

店舗の立地問題は，大店法時代には経済的な視点から商業調整が図られてきたが，

まちづくり 3 法の制定以降は，都市計画の視点で議論がなされるようになったと

解釈することができる．  

 しかし，前述のようにまちづくり 3 法が成立し，都市計画制度の見直しが行わ

れたものの，結果的には大型店舗の郊外立地と店舗の大型化は加速し，中心市街

地の衰退は進行することとなった．図 1-3 は経済産業省の中心市街地活性化施策

の効果分析事業 9)に記載されている，中心市街地の事業所数の推移を示した図で

ある．図 1-3 より，まちづくり 3 法制定以降も，中心市街地の衰退は進行してい

ることが伺える．また，まちづくり 3 法制定以降の大型店舗の出店動向として，

大型店舗と用途地域等の関係を検証した事例では，市街化調整区域及び非線引き

白地地域への立地が全体の 20%程度であることが示されている．さらに，売場面

積 10,000m2以上の店舗では，その割合が 5%程度増加することが指摘されている．

（矢野：2002） 10)．加えて，2001 年度に届けられた店舗面積 3,000m2以上の大型

店舗の立地状況を検証した事例では，近隣商業地域や商業地域よりも準工業地域

や工業地域への立地が多いことが明らかにされている（阿部： 2003） 11) 
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 以上のように，大型店舗の立地問題は，まちづくり 3 法以降，都市計画上の大

きな課題として扱われてきたものの，依然として，計画と型店舗の実際の立地状

況には乖離が存在することがわかる．  

 

 

出典：経済産業省：中心市街地活性化施策の効果分析事業 

（経済産業省委託調査事業） 9) 

図 1-3 中心市街地の事業所数の推移 
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1-2 研究の目的  

 

 前節より，わが国では人口減少を背景に，人口規模に合わせて都市を集約する，

集約型都市構造の実現が強く求められていることがわかる．このような中，2014

年に都市再生特別措置法が改正され，立地適正化計画の策定とこれにもとづく集

約型都市構造の実現に向けた取り組みが各自治体で行われている．集約型都市構

造を実現するためには，集約を促すエリアである集約エリアと，縮退を促すエリ

アである非集約エリアに区別することとなる．これらは表と裏の関係であり，双

方のエリアの議論をすることが肝要である．しかし，これまで集約エリアの議論

が盛んに行われてきたが，非集約エリアの議論は不十分と言える．立地適正化計

画においても，集約エリアとして設定する「都市機能誘導区域」，「居住誘導区域」

に関する支援制度が充実する一方で，非集約エリアの制度は限られている．  

 集約型都市構造の実現に向けた大きな課題の一つとして大型店舗の立地問題が

挙げられる．2000 年のまちづくり 3 法制定以降，大型店舗の立地問題は都市計画

の視点で議論がなされるようになった．しかし，大型店舗は市場の中で立地・撤

退が決定するため，計画によるコントロールは困難である．  

立地適正化計画では，都市機能誘導区域を大型店舗の集約エリアとして定めて

いる．一方で非集約エリアにも既に大型店舗は多く立地しており，これらの大型

店舗への対応方針が必要であるが，計画策定段階で不明瞭である．また，非集約

エリアに居住を続ける人が一定数存在することも忘れてはならない．非集約エリ

アにおける最低限の生活利便性の保障も計画には必要である．   

 以上より本研究では，計画と商業者及び計画と消費者の視点から，非集約エリ

アの評価を行い，大型店舗の立地に係る課題を明らかにする．その上で，課題解

決に向けた非集約エリアにおける大型店舗の立地方針を提案することを本研究の

目的とする．  

  



第 1章 序章 
 

8 
 

1-3 既往研究動向  

 

1-3-1 大規模小売店舗立地の現状及び実態把握  

 まず，大型店舗の立地について，その現状や実態把握を行った既往研究の整理

を行う．1990 年代の大店法の運用緩和は，大型店舗の出店の増加や大規模化，郊

外立地を加速させた．そのため，1990 年代以降，大型店舗の郊外化の実態や，そ

れに伴う中心市街地の衰退状況を把握した研究がみられる．  

 例えば，瀬口ら（1992） 12)は郊外のロードサイドショップ集積地に着目し，そ

の実態把握を行っている．研究では主として土地利用規制との関連に着目してお

り，ロードサイドショップは住居系，工業系の用途地域に立地する傾向にあり，

土地利用計画との不一致を指摘した．遠藤ら（1993） 13)や室町ら（1994） 14)は大

型店舗の立地動向を経年的に分析し，その立地要因や既存商店街への影響を分析

している．また，浅野ら（1995） 15)は，未線引き用途未指定地域を対象とし，線

引き制度が大型店舗の立地に与える影響について実態分析を行っている．特に大

型店舗の立地移動に着目した研究としては，山岸ら（1999） 16)が埼玉県上尾市を

対象とし，そのメカニズムを分析している．  

 

1-3-2 大規模小売店舗立地による影響評価  

 大型店舗の立地は，既存商業店舗にのみならず，周辺住民の買物行動や住環境

等にも大きな影響を与える．大型店舗立地の現状分析が行われる一方で，様々な

視点からその影響を評価する研究も行われた．  

 例えば，前述の遠藤ら（1993）13)や室町ら（1994）14)，山岸ら（1999）16)の研究

は，大型店舗の立地動向を分析する過程で，既存商業店舗への影響についても評

価を行っている．  

 また，消費者の視点から大型店舗の影響を評価した研究も多数あげられる．例

えば長谷川（1982） 17)はアンケート調査を行い，大型店舗が与える消費者の日常

生活への影響を，意識面から分析している．中村ら（1987） 18)は，アンケート調

査の結果から，買物店舗選択モデルを構築し，駐車場やバス路線など，交通施設

の整備が買い物行動に与える影響の評価を行っている．近藤ら（1989） 19)は，消

費者の買物行動のデータを用いて，買物店舗選択モデルを構築し，大型店舗の床



第 1章 序章 
 

9 
 

面積が拡張された時の影響に関する評価を行っている．浅田ら（1991） 20)は，ア

ンケート調査により，大型店舗の立地が消費者の店舗選択や買物行動に与えた影

響を定量的に分析している．中道ら（1995） 21)は，特にロードサイドショップと

その周辺地区に焦点をあて，アンケート調査を実施することで，住環境の評価を

するとともに，それを基にした沿道集積のあり方を提案している．浅野ら（1996）

22)も同様にロードサイドショップに着目し，アンケート調査をもとに，住民意識

を明らかにし，それに対する地区計画制度を事例調査により検証した．西ら（2006）

23)は，クオリティ・オブ・ライフの視点から，大型店舗の近隣居住者に対するア

ンケート調査を行い，大型店舗の立地に対する住民の評価を分析している．陳ら

（2006） 24)は，マルチエージェントシステムの活用により，買物行動のシミュレ

ーションを行い，消費者の買物行動の変化という視点から，大型店舗の立地に対

する規制誘導施策の影響を分析している．  

 また，経済の視点から影響を評価した研究もみられる．例えば佐々田ら（1993）

25)は，バブル期前後の変化に着目し，幹線道路について大型店舗の立地による路

線価のへの影響を分析している．その他の視点として，高山ら（1993） 26)は，大

型店舗の利用特性を駐車場の利用実態調査から分析し，それをもとに，大型店舗

の適正な駐車場規模を決定する方法について検討を行っている．  

 

1-3-3 大規模小売店舗の立地に対する政策評価  

 

 大型店舗の立地問題は多くの地方都市が抱える共通の課題であり，前述した大

店法の運用緩和以降，この問題が顕在化すると用途地域制度の影響を分析する研

究が多くみられた．さらに，2000 年のまちづくり 3 法の制定以降は，その影響

や実効性の検証を行った研究が多数みられる．  

 まちづくり 3 法制定以前の研究として，例えば中井ら（1990）27)や川上ら（1994）

28)は，時系列土地利用データを用いて，用途地域の指定状況と，実際の土地利用

変化の適合性の検証を行っている．これらの研究では，分析の結果，ある程度用

途地域の指定と合致した土地利用の変化が確認された一方で，開発圧力の強いエ

リアでは，用途地域の指定と異なる開発が行われていることを指摘している．  

 2000 年のまちづくり 3 法制定以降も大型店舗に対する用途地域制をはじめと
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する土地利用規制制度の有効性を論じた研究は多数みられる．例えば明石（2002）

29)は，商業系の用途地域とその他の用途地域における大型店舗の立地密度を比較

し，両者の間に有意な差がないことを指摘している．また，高容積指定地域につ

いても大型店舗が多く立地しているとは限らないとの結果から，用途地域制の有

効性に疑問を投じている．北崎ら（2004） 30)は市街化調整区域に着目し，土地利

用規制制度の実効性を検証している．分析の結果，市街化調整区域においても開

発許可制度の影響により，無秩序な商業集積がいくつも形成されていることを明

らかにしている．市街化調整区域の開発許可に着目した研究として，他に吉武ら

（2006） 31)の研究があげられる．この研究では宮崎市の市街化調整区域における

大型店舗の立地許可に至るプロセスを整理し，諮問機関等の運用のあり方の検討

を行っている．この他に，線引き制度の運用方法について検討を行った研究もみ

られる．明石（2001） 32)は，新潟都市計画区域の線引き変更プロセスを事例とし

て取り上げ，都市計画決定者が行った検討，判断及び調整の過程を分析すること

で，線引き制度が大型店舗の立地に対して有効に機能する運用方法の検討を行っ

ている．  

 特に，大店立地法に焦点を当て，分析を行った研究もみられる．例えば阿部（2003）

11)は，大店立地法の運用主体である県にアンケート調査を行い，その運用状況を

分析することで大店立地法の有効性と課題を明らかにしている．また姥浦ら（2004）

33)は，大型店舗の立地をコントロールする試みとして京都市のまちづくり条例に

焦点を当て，条例を通じた自治体レベルのコントロールの有効性と課題について

検討を行っている．  

 加えて，大型店舗の立地に対して，自治体間の連携の必要性を指摘した研究と

して，明石（2005） 34)の研究があげられる．この研究では，宮崎県宮崎市と福島

県伊達町の事例から，大規模店舗の立地による影響圏と都市計画制度の空間的範

囲の不一致を指摘し，広域的な調整の必要性を指摘している．また，愛知県豊田

市と長野県中野市の事例から，大規模店舗の立地に対して，単独の自治体による

コントロールの限界を指摘している．  
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1-3-4 大規模小売店舗の撤退に関する研究  

 

大型店舗について，近年ではその撤退に焦点をあてた研究もいくつかみられる．

井上ら（2002） 35)は，大型店舗の撤退について，全国の市と東京都特別区 694 自

治体を対象としたアンケート調査を行い，撤退した大型店舗についてその特徴や

行政の対応について分析を行っている．結果として，地方中核都市では撤退した

大型店舗の数が多いことや，大型店舗の撤退に対して行政は事後対応や無対応が

多いことを指摘した． さらに，井上ら（2004）36)は，前述の井上ら 35)の研究を発

展させ，大型店舗が撤退した一事例に焦点をあて，撤退に対する自治体や地元の

対応を分析し，今後必要と考えられる対応のあり方について検討を行っている．  

また，大型店舗撤退後の跡地利用に着目した研究もいくつかみられる．小林ら

（2003） 37)は，大型店舗撤退後の跡地利用の活用に至るプロセスを分析し，関係

主体のかかわり方や，検討内容，活用要因について分析を行っている．川嶋ら 38)

は大型店舗の撤退とさらにその跡地利用に関する傾向を分析し，後継ぎ利用のな

され方や，後継ぎ利用が周辺の商業地に与えた影響を明らかにしている．  

 

1-3-5 商圏分析  

 

 商圏の分析は，古典的なモデルとして Hotelling の立地競争モデル（1929）39)や，

Reily の重力モデル（1931）40)，Huff のハフモデル（1963）41)など古くから多数の

検討がなされている．しかし，これらの古典的モデルは様々な仮説や前提に基づ

いているため，現代においては実際の商圏を説明できないとの指摘もある．その

ため，近年においても商圏の分析方法には多数の検討がなされている．  

 例えば，鈴木ら（2010） 42)はハフモデルと重力モデルを統合したライリー・ハ

フ統合モデルの提案を行っている．本間ら（2011）43)は，「消費者は効用が最大の

財が存在する購買地を選択する」との考えに基づき，拡張ハフモデルの提案を行

っている．また，櫻井ら（2011） 44)は，効用関数を「同一種であるとみなせる店

舗の数」とし，多項ロジットモデルを用いて買物店舗選択行動モデルを構築し  

これによる商圏分析を行っている．加えて笈田ら（2012）45)は，PT 調査データと

商業統計調査データを用いて，「目的別・交通手段別集中交通量」と「小売業業態
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別店舗面積」に基づいてゾーンごとに年間販売額を推定するモデルを構築してい

る．  

 

1-3-6 商業施設の立地及び撤退モデルの構築  

 

 モデルの構築により商業施設に関する分析を行った研究としては，前述の商圏

や売上高の推定を行った研究の他に，商業施設の立地や撤退のモデル化を試みた

研究もいくつかみられる．ここでは大型店舗に焦点をあてた研究だけでなく，広

く商業施設を対象としたモデルを構築した研究に関しても整理を行う，  

 例えば貞弘（1994） 46)は，GIS を用いて，一時点の店舗座標データを用いて，

チェーン店舗間の空間的競合や，住み分けなどの立地傾向を説明する手法の提案

を行っている．讃岐（2009）47)らは，Hotelling に代表される商圏分割型や Huff に

代表される空間相互作用モデルの論理を再構築しながら，距離という要素のみで

集客ポテンシャルモデルを構築し，その有効性を検証している．  

商業施設の撤退に焦点をあてた研究として，例えば伊藤ら（1998） 48)は，商業

テナントの寿命を推定するモデルの構築を行っている．讃岐ら（2010） 49)は前述

の讃岐ら 47)によるモデルの理論を適用し，商業施設の撤退モデルの構築を行って

いる．西岡ら 50)は，非集計モデルを用いた立地モデルと生存曲線を用いた店舗の

退店モデルを組み合わせた，立地変化予測手法の提案を行い，この手法を用いた

退店跡地数のシナリオ分析により政策評価を行っている．また関口ら 51)はフード

デザート問題解決を視野に，撤退時期の予測を含む，食料品店の撤退モデル構築

を行い，このモデルを群馬県，栃木県，茨城県に適用することで，モデルの妥当

性について考察を行っている．  
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1-4 本研究の位置づけ  

 

 前節で整理した既往研究から本研究の位置づけを以下に整理する．また，表 1-

2 に大型店舗に係る研究の変遷を示す．  

 

 大型店舗の立地問題に関し，その実態把握や影響評価を行った研究は多数みら

れた．これは大型店舗の立地問題が顕在化した 1990 年代から，現在に至るまで年

代ごとに多数の知見がある．一方で，近年導入された立地適正化計画を視野に入

れた研究蓄積はまだ少ないのが現状である．  

また，大型店舗の立地に対する政策評価を行った研究も多数見られた．これら

の研究から，大型店舗の立地に対する土地利用規制制度の影響や，大店立地法の

運用状況に関する知見は多くある一方，既に非集約エリアに立地している大型店

舗への対応や，非集約エリアの立地方針に関する知見は少ないと言える．  

加えて，大型店舗の撤退に着目した研究もいくつかみられた．これらの研究は，

大型店舗の撤退状況やその跡地利用について検討を行っており，大型店舗の撤退

に対する対応という点で，本研究と同様の視点の研究も見受けられるが，まだ蓄

積が少ない状況である．最後に，大型店舗の立地や撤退モデルの構築を行った研

究や商圏分析を行った研究を整理した．市場における大型店舗の立地や撤退の精

緻な記述を試みた研究が数多くあるが，これらは市場のメカニズムをモデル化す

るものであり，計画論の視点で大型店舗の立地を取り扱う本研究とは視点が異な

る．  

以上の整理より，本研究は，大型店舗の立地を計画と商業者，計画と消費者の

視点から評価し，非集約エリアにおける大型店舗の立地方針を提案する点に新規

性がある．  
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表 1-2 大型店に係る研究の変遷 
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2-1 本章の概要  

 

 本研究では，非集約エリアの立地方針について，特に大型店舗の立地に焦点を

当てて研究を行う．ここで，大型店舗の立地を取り扱う上では，商業施設すなわ

ち小売業の立地に対して，過去にいかなる検討がなされ，いかなる理論が構築さ

れたのか整理を行うことが必要である．また，非集約エリアの立地方針を検討す

る上では，大型店舗に係わる我が国の法制度を概観し，これまでの政策における

大型店舗の取り扱いを整理することが肝要である．  

 そこで本章では，まず小売業に係わる立地論に焦点をあて，歴史的にどのよう

な検討がなされてきたのか整理する．次に，大型店舗に係わる法制度と社会動向

に焦点を当て，大型店舗に対する法制度の変遷を整理するとともにその課題を明

らかにする．最後に，上記の知見を踏まえ，大型店舗の立地問題に対する本研究

の視点を述べる．  

 

2-2 大規模小売店舗に係わる諸理論の整理  

 

 大型店舗に係わる諸理論の整理として，ここでは視野を広く持ち，過去に確立

されてきた小売業に係わる立地論の整理を行う．特に商業における立地論では，

古くはクリスタラー（W. Christaller）の中心地理論が良く知られている．立地論

は経済学の一部門でもあるが，一方で地理学，特に経済地理学の分野で重要とさ

れ，数々の理論が経済地理学者によって提唱されている．ここでは，主に経済地

理学の視点から商業立地論の歴史的な整理を行う．  

 根田 52)によると小売業に関する地理学的研究の主たるテーマは，第 1 に，仕入

れと販売にともなう商品の空間的移動パターンを対象とする研究であり，第 2 に，

小売業の立地行動および立地パターンを主たる対象とする研究がある．前者では

小売業の商圏や，消費者の買物行動を分析することが主たる目的であり，後者で

は，小売業の立地や，空間構造を分析することが主たる目的である．本節ではこ

の整理に従い，まずは小売業の立地や空間構造に関する理論の整理を行い，次に

小売業の商圏に関する理論を整理する．  
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2-2-1 小売業の立地や空間構造に関する諸理論  

 

（1）小売業の立地に関する古典的理論  

 古典的な小売業の立地論として，特に広く知られているのはクリスタラーの中

心地理論であろう．クリスタラーは，1933 年に刊行した著作「南ドイツにおける

中心地」において，この中心地理論を提唱している．これは，都市をある地域の

中心地という観点から把握し，都市の規模，間隔，業種構成などの規則性に関し

て述べた理論である．クリスタラーは，財の到達範囲という概念を用いて，中心

地には高次から低次への階層性があることを示している．また，中心地の体系に

関して，クリスタラーは供給原理，交通原理，行政原理の 3 つを提唱した．  

 中心地理論の発展に大きく貢献したもう一人の人物はレッシュ（A. Lösch）で

ある．レッシュは 1940 年に刊行された「経済活動の空間的秩序」において，経済

景域論を提唱した．レッシュは需要が空間的に均等に分布する平面において，財

を供給する市場地域の形状について考察し，事業所を中心として形づくられる需

要円錐体を底面が正六角形になるように切断するとき，最も適切な市場地域にな

ることを見出した．次に需要地点が正三角形格子状に離散的に分布する平面にお

いて，考えられるあらゆる規模の市場網を導き出し，共通の 1 点を中心としてこ

れらを順次積み上げた（林：1986） 53)．彼はこのシステムを「景域」と名付けて

いる．この景域は，概念的にはクリスタラーの中心地体系と同義語であるが，両

者の間には①導出方法，②中心地と市場地域の配置，③中心地に立地する業種に

おいて相違がある（奥野ら：1999） 54)．  

 上述のクリスタラーの中心地理論とレッシュの経済景域論は，本来は中規模地

域を対象とし，その地域にある都市を中心地として，それらの規模・間隔・業種

構成を説明した理論である．地域の規模を小さくする場合は，中心地理論や経済

景域論よりむしろ値付け地代論を利用するべきであるといわれている（Brown：

1992） 55)．値付け地代とは，利益が見込まれるある土地に対して立地を希望する

企業が複数あるとき，競争入札によってもたらされるその土地の落札価格のこと

である（奥野ら：1999） 54)．値付け地代論では，この落札価格の差異を，都心か

らの距離に求めており，都心に近いほど土地の収益性は高く，企業はより高い金

額を支払うという仮定に基づいている．付け根地代論に関する議論は多数あるが，
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最も代表的なものとしてアロンゾ（W. Alonso）によるものがあげられる．  

 クリスタラーの中心地理論や，レッシュの経済景域論によれば，企業の業種が

同一ならば企業は分散立地し，それぞれが排他的な市場地域を保有することにな

る．この見解と異なりホテリング（H. Hotelling）は，同一業種をもつ企業は集中

立地するという見解を古くから展開している．このホテリングの理論は，最小差

別論と呼ばれている．ホテリングは，①最大の効用を求める消費者が均等に分布

する，②財の輸送費は距離に比例して増大する，③軒先価格に対する需要の弾力

性はゼロを前提に，線状市場における二つの企業の立地場所を，距離と輸送に要

する費用，財の価格によって説明している．  

 

（2）小売業の空間構造  

 以下では，小売業の空間構造に関する研究の歴史的経過について，根田 52)によ

る詳細な整理を参考に概観する．  

根田 52)によると，都市における小売業の空間構造の研究が体系化されたのは，

アメリカ合衆国においてである．1880 年代までの小売業の集積は，CBD（Central 

business district）が唯一卓越していた．しかし，1890 年代までに路面電車が主要

な都市内交通機関となり，その乗り換え地点周辺に店舗が集積するようになった．

さらに，1930 年代以降の自動車の普及により，店舗の立地は更に多様化するよう

になった．この過程で，小売業は都市を分析する重要な要素と認識され，小売業

の空間構造の研究が発展したとされる．  

 例えば，Rolph56)は，小売商業地の形態と業種構成に着目し，小売商業地の類型

化を行った．また，小売業の分布パターンと人口・所得の分布パターンとの関係

を考察し，中流階層が多い地域で小売業の集積が最大であることを示した．

Proudfoot57)も同様に商業地の類型化研究を行っており，中規模都市の CBD が大

都市の CBD より 1 ランク下の商業地類型に相当することを示している．Ratclift58)

は，CBD 以外の小売商業地を，道路沿いに線状に集積する線状商業地と，路面電

車の乗り換え地点や線状商業地のピークに立地して，交差点を中心として十字形

を示す核状商業地に分類している．1920 年代以降では，小売業の郊外化が顕著に

なり，その立地動向を考察する研究がなされた．例えば Bowden59)は，ロサンゼル

スの大都市圏で，CBD の小売販売額の大都市圏全体に占める割合が減急激に減少
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し，都心の小売業が郊外に支店を立地させていることを指摘した．Nelson60)は，

1950 年代までの小売業の立地パターンの変化を考察し，郊外立地のうち，最も立

地価値の高いものとして，郊外から都心に通勤や買い物で来訪する消費者を途中

で捕捉する中断立地による商業地を指摘している．  

 小売業の地理学において，多大なる影響を及ぼしたのは，1950 年代末から 1960

年代初頭にかけて発表された Berry61)の一連の研究であるとされる．根田 52)によ

ると，都市小売業の空間構造に係わる Berry の功績は以下の 2 点である．第 1 に，

小売業の空間構造を把握するための理論的な枠組みとして中心地理論を取り入れ

ることにより，小売業の空間構造をプロセス指向の理論に基づいて体系的に理解

したことと，その分析に多変量解析を利用して，客観的に小売商業地を類型化し

たことである．第 2 に，小売業の空間構造の長期的変化と短期的変化を分析する

ことにより，商業ブライトと呼称される，衰退化した小売商業地の形成プロセス

を実証的に解明したことである．  

 

2-2-2 小売業の商圏に関する諸理論  

 

（1）ライリーの小売引力モデル  

 奥野ら 54)によるとライリー（W.J.Reily）40)は，1920 年代にアメリカ合衆国テキ

サス州の平野に点在する都市に対して，周辺コミュニティから流れる小売購買額

を調べているうちに，都市の小売施設が周辺コミュニティの消費者を吸収する力

を持っていること，およびその力は万有引力に酷似していることを見出した．そ

して 1931 年に次に述べる内容のものを小売引力法則と名付けて「小売引力の法

則」を著した．  

 小売引力の法則は，「あるコミュニティから二つの都市へ吸収される小売購買

額の比は，2 都市の人口の比に比例し，そのコミュニティから 2 都市への距離の

2 乗の比に反比例する」というものである．コミュニティから 2 都市 A，B によ

って吸収される購買額をそれぞれ𝐵𝑎と𝐵𝑏，2 都市の人口を𝑃𝑎と𝑃𝑏，コミュニティか

ら 2 都市までの距離を𝐷𝑎と𝐷𝑏として，上の内容を式化すると以下になる．  
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𝐵𝑎
𝐵𝑏

=
𝑃𝑎
𝑃𝑏
(
𝐷𝑏
𝐷𝑎
)
2

 

 

（2）コンバースの小売引力モデル  

 ライリーの小売引力の法則の実用上の価値は，コンバース（P.D.Converse）63)に

よるつぎの商圏分岐地点を導く方法の定式化によって高められた．もし，あるコ

ミュニティが 2 都市それぞれの商圏の境界上に位置しているとすれば，都市 A に

よって吸収される購買額𝐵𝑎と都市 Bによって吸収される𝐵𝑏とは等しくなるはずで

ある．それゆえ，
𝐵𝑎

𝐵𝑏
= 1が成立する．つまり，  

 

𝑃𝑎
𝑃𝑏
(
𝐷𝑏
𝐷𝑎
)
2

= 1 

 

2 都市間の距離𝐷𝑎𝑏(= 𝐷𝑎 +𝐷𝑏)にすれば，上式から次式が得られる．  

 

𝐷𝑎 =
𝐷𝑎𝑏

1 + √
𝑃𝑏
𝑃𝑎

 

𝐷𝑏 =
𝐷𝑎𝑏

1 +√
𝑃𝑎
𝑃𝑏

 

 

この式は 2 都市それぞれが有する商圏を，A と B が結ぶ直線で分岐する地点を導

くものである．  

 

（3）ハフの確率モデル  

 ハフ（D.H.Huff） 41)は消費者行動に着目し，消費者が商圏のあり方に最も強い

影響を与える要素であるとした．購買先が限られている農村地域では，消費者は

ライリーの法則に依拠するように最規模で最近隣の都市に立地する商店に頻繁に

赴く．しかし，都市域内では買い物先は多数であり，そのうちの特定商店に訪れ

るという行為は確率的になされるとした．それゆえ，商圏のあり方も，また確率

的なものと判断される．ハフによる確率的商圏モデルは次式で表される．  
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𝑃𝑖𝑗 =

𝑆𝑗
𝑇𝑖𝑙
𝜆

∑ (
𝑆𝑗
𝑇𝑖𝑙
𝜆)

𝑛
𝑗=1

 

 

ここで，𝑝𝑖𝑗は地域 𝑖にいる消費者が特定の小売施設 𝑗へ出向く確率，𝑆𝑗は小売施設 𝑗

の規模，𝑇𝑖𝑗は地域 𝑖から小売施設 𝑗までの距離，𝑛は小売施設の全数，𝜆は経験的に推

定されるパラメータである．  

また，地域 𝑖における消費者のうち，小売施設 𝑗へ買い物に出向く人数は次式で得

られる．  

 

𝐸𝑖𝑗 = 𝑃𝑖𝑗𝐶𝑖 

 

ここで，𝐸𝑖𝑗は地域 𝑖の消費者のうち，施設 𝑗へ出向く人数，𝐶𝑖は全消費者数である．

さらに，一つの施設へ出向く消費者数は，地域 𝑖の消費者ばかりでなく，他地域の

ものも出向くので，これらの来客数を合計すれば求められる．つまり  

 

𝑇𝑗 =∑𝑃𝑖𝑗

𝑚

𝑖=1

𝐶𝑖 

 

ここで，𝑇𝑗は小売施設 𝑗へ出向く消費者の全数，𝑚は地域の全数である．  
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2-3 大規模小売店舗に係わる法制度の整理  

 

 本節では，大型店舗に係わる我が国の法制度の整理を行う．大型店舗の立地に

対して，我が国では 1973 年に制定された大店法が商業調整の役割を担っていた．

しかし，1990 年代に大店法の運用緩和が行われ，大型店舗の増加や郊外立地が加

速する結果となった．これは，大型店舗の外部不経済問題を顕在化させ，経済的

規制以外に，居住環境やまちづくりなどを理由とした大型店舗の規制の必要性が

叫ばれるようになった．これにより，大型店舗の出店調整や規制に都市計画の視

点を加えたまちづくり 3 法が成立することとなる．  

 以下では，まず大型店舗に係わる現行の法制度としてまとづくり 3 法の概要を

整理する．次に，大型店舗に対する土地利用規制制度として都市計画法に着目し，

大型店舗に対する土地利用規制制度がどのように変化してきたか時系列的な整理

を行う．加えて，2014 年に改正された都市再生特別措置法に焦点をあて，都市画

法による土地利用規制制度との関係を整理する．以上から，法制度から見た大型

店舗の立地状況に対する課題の整理を行う．  

 

2-3-1 まちづくり 3 法の概要  

 

 我が国の都市計画は，「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活

性化の一体的推進に関する法律（以下，中心市街地活性化法）」「大規模小売店舗

立地法（以下，大店立地法）」，「（改正）都市計画法」のいわゆる「まちづくり 3

法」に基づいて行われている．まちづくり 3 法は，前述の通り，大店法の廃止に

伴う大型店舗の増加や郊外立地に対して，都市計画の視点から関連法を一体的に

推進することを目的に制定された．以下では 3 法の概要を説明する．まちづくり

3 法成立以後の，各法律における改正等の状況を表 2-1 に示す．   

 

①中心市街地活性化法  

 中心市街地活性化法は，市街地の整備改善と商業の活性化を一体的に推進し，

地域の振興を図ることを目的としている．それまで，ハード面の整備に偏ってい

た活性化施策を，商業振興等のソフト面の施策と合わせて，関係省庁，地方自治
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体，民間事業者が連携して取り組むことに特徴がある．市街地の整備は市町村が

行うこととする一方で，商業振興は民間まちづくり組織が中心となることが望ま

しいとされている．  

 

②大店立地法  

 大型店舗を出店，増床しようとする事業者に対し，駐車場の整備や騒音・廃棄

物の抑制等，生活環境の保持という観点から，調整を行うものである．大店立地

法の対象は売場面積が 1,000m2 以上の店舗であり，周辺の生活環境保持のためど

のような配慮，対策を行うか，運用主体である都道府県，政令指定都市に対して

届出を出すように義務付けている．店舗に対し，営業時間や日数等の商業調整を

行うことが可能であった大店法に対して，大店立地法は周辺環境の保持を目的と

しており，出店に対する規制は緩和されたと言える．また，周辺環境への配慮を

目的としており，立地場所の調整は都市計画法に委ねられている．  

 

③都市計画法  

 都市計画法は，広域的知見から定められる国土全体あるいは地方全体の上位計

画に沿った，当該都市の土地利用，都市施設，市街地開発事業に関する計画を総

合的に定めるものである．例えば土地利用規制として，市街化を促進する市街化

区域と市街化を抑制する市街化調整区域に線引きを行い，用途地域を定めている．

また，土地利用規制制度以外にも，都市計画区域マスタープランの作成や，開発

許可制度により都市の発展をコントロールしている．  
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表 2-1 まちづくり 3 法成立以後の各法律における主な改正等の状況 

参考：荒井良雄，箸本健二：流通空間の再構築，古今書院 63）より作成 

 

 

 

 

 

年月 中心市街地活性化法 大規模小売店舗立地法 都市計画法

1998.5 中心市街地活性化法　成立 大店立地法　成立 都市計画法　改正

・特別用途地区

1998.7 中心市街地活性化法　施行

1999.6 大規模小売店舗立地法指針　告示

1999.7 都市計画法　改正

・地方分権一括法にともなう改正

都市計画法　改正

・問計画マスタープラン

・区域区分の選択制導入

・開発許可制限の見直し

・準都市計画区域の導入

・特定用途制限地域の導入

2000.5 大規模小売店舗法　廃止

2000.6 大規模小売店舗立地法　施行

2002.7 都市計画法　改正

・地区計画制限の整理

2003.4
中心市街地活性化のための

大店立地法の特例

・構造改革特別区域の導入

2005.3 大店立地法指針（見直し）告示

2005.10 大店立地法指針（見直し）施行

2006.5 都市計画法　改正

・市街化区域，用途地域の立地規制

・非線引き白地地域等の立地規制

・用途を緩和する地区計画の創設

・準都市計画区域の拡充

・都市計画手続き等の円滑化

・広域調整手続きの充実

・開発許可制限の見直し

2006.6 中心市街地活性化法　改正
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2-3-2 都市計画法の沿革  

 

 大型店舗の立地に対し，その立地場所や規模に対する土地利用規制は都市計画

法にもとづいている．市街化調整区域に対する大型店舗の立地は原則不可であり，

市街化区域への立地に対しても，用途地域による土地利用規制が定められている．

この大型店舗に対する土地利用規制は，都市計画法の改正に伴い変更が加えられ

ており，用途地域の区分や土地利用規制の内容が時間軸で変化している．そこで，

ここでは都市計画法における土地利用規制の変化を，大型店舗の立地動向と比較

しながら整理を行う．  

 表 2-2 に，都市計画法の沿革を示す．表より，都市計画法は 1968 年に制定され

て以降，複数回にわたり改正が行われ，土地利用規制制度や開発許可制度に変更

が加えられている．表 2-3 は特に用途地域に係わる都市計画法の改正内容を示し

ている．表より，1970 年の改正においては，住環境の保護の視点から，従来の用

途地域（住居地域，商業地域，準工業地域，工業地域）に加え，近隣商業地域，

第一種住居専用地域，第二種住居専用地域，工業専用地域が設けられ，全体で 4

種類から 8 種類へ用途地域が細分化されている．また，1992 年の改正では，地価

高騰を背景とした立地圧力の強い事務所ビルの住宅地への進出に対する対応から，

住居系用途地域を 3 種類から 7 種類とし，全体で 8 種類から 12 種類へと細分化

している．そして，2006 年の改正では，集約型都市構造の実現に向け，売場面積

10,000m2以上の大型店舗（以下，大規模集客施設）に対し，原則，商業地域，近

隣商業地域，準工業地域のみに立地を許可するとして，規制の強化が行われた．

このように，社会情勢の変化に合わせて用途地域は細分化や大規模集客施設に対

する規制の強化が実施されてきたことがわかる．  
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表 2-2 都市計画法の沿革 

参考：北海道庁都市計画課：土地利用の手引き 64）より作成 

 

 

年 都市計画法等の沿革

1948年 （新）都市計画法　制定

・区域区分（線引き）制度及び開発許可制度の導入（都市スプロール防止のための土地利用・制限強化）

・都市計画決定手続きの合理化（都市計画の決定権限をすべて地方公共団体に委譲

・用途地域の指定を中心とした地域地区制を充実させ，土地利用の純化を目指す

・建ぺい率，容積率，高さ制限等の制限（集団規定）を設け，建物の用途と形態を規制（建築基準法）

1970年 都市計画法　改正

用途地域の細分化（4種類→8種類）

1974年 都市計画法　改正

・開発許可制度の拡充（未線引き区域への開発許可適用，許可対象拡大）

1980年 都市計画法　改正

・地区計画制度の創設

1992年 都市計画法　改正

・用途地域の細分化（8種類→12種類）

・市町村マスタープランの創設

1998年 都市計画法　改正

・特別用途地区の多様化（大型店舗への対応）

・市街化調整区域内の地区決定による開発許可

1999年 都市計画法　改正

・都市計画決定等に対する国または都道府県知事の関与の変更（「承認」→「同意を要する会議」）

・市町村都市計画審議会の決定化

・政令指定都市の都市計画決定権限の拡充，市町村の都市計画決定権限の拡充

2000年 都市計画法　改正

・都市計画区域の整備，開発及び保全の方針の創設

・市街化区域と市街化調整区域の区域区分（線引き）の選択制を導入

・準都市計画区域，都市計画区域外開発許可制度の創設

・特定用途制限地域の創設

2002年 都市計画法　改正

・都市計画の提案制度の創設

・用途地域における容積率等の選択肢の拡充

・地区計画制度の見直し

2004年 都市計画法　改正

・美観地区を廃止し，景観地区を追加

2006年 都市計画法・建築基準法の改正

・大規模集客施設が立地可能な用途地域の見直し

・非線引き白地地域での大規模集客施設の立地規制

・新たな地区計画制度の創設（開発整備促進区の創設）

・準都市計画区域制度の拡充（指定要件の緩和，指定権者を都道府県に変更）

・都市計画提案者の範囲拡大，広域調整手続きの充実

・開発許可制度の見直し（大規模開発許可基準の廃止，公共交通施設の開発許可対象化）

2011年 都市計画法　改正

・都市計画決定等に対する都道府県知事の関与の変更（市にあっては「同意を要しない協議」）

・政令指定都市の都市計画決定権限の拡充，市町村の都市計画決定権限の拡充

2014年 都市計画法・建築基準法の改正

・居住調整区域，特定用途誘導地区の創設

2018年 都市計画法・建築基準法の改正

・用途地域（田園住居地域）の拡充（12地域→13地域）



第 2章 大規模小売店舗に係わる諸理論及び法制度の整理と研究概念の構築 
 

26 
 

表 2-3 用途地域の変遷 

参考：都市計画制度小委員会：都市計画制度の概要 65）より作成 

 

 

2-3-3 用途規制制度の運用  

 

 1998 年の都市計画法の改正以降，用途地域による土地利用規制制度の他に様々

な用途規制制度が創設された．1998 年の改正時には，市街化区域において，一定

規模以上の大型店舗を規制する特別用途地区の充実が行われている．また，2000

年の改正においては，都市計画区域内で，用途地域が指定されていない地域（非

線引き白地地域）などでは，地域の良好な環境の形成・保持のため一定規模以上

の大型店舗を規制する特定用途制限地域が創設された．また．都市計画区域外に

おいても，大規模な開発を抑制するため，準都市計画区域が創設されている．こ

のように，  

①都市計画区域外で都市計画法の規制が及ばないことに対して，準都市計画区域

の創設  

②非線引き白地地域など建築物の用途規制がかけられないことに対しては特定用

途制限地域の創設  

③用途地域において，規制が緩やかなことに対して，特別用途地区の創設  

によって，用途規制に関して制度の充実が図られた．（図 2-1）  

 一方で，上記の用途規制制度が十分に活用されていないとの指摘 15)もあり，こ

れらの制度の適切な運用は大きな課題である．  

 

 

年 改正内容

1970年 ・住環境の保護を強化する観点等から用途地域を細分化

・従来の用途地域（住居地域，商業地域，準工業地域，工業地域）に加え，近隣商業地域，第一種住居専用地

域，第二種住居専用地域，工業専用地域を設け8種類へ

1992年
・地価高騰を背景とした立地圧力の強い事務所ビルの住宅地への無秩序な進出による居住環境の悪化等に対し，

よりきめ細やかな用途規制を可能とするよう用途地域を細分化

・住居系用途地域を3種類から7種類へ細分化し，全体で8種類から12種類へ

2006年 ・都市機能の無秩序な拡散を防止し，コンパクトな都市構造を実現するために大規模集客施設の立地規制を強化

・原則．商業地域，近隣商業地域，準工業地域でのみ，売場面積10,000m
2
を超える大規模集客施設の立地が可能
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参考：荒井良雄．箸本健二：流通空間の再構築，古今書院 63）より作成 

図 2-1 用途規制制度の整理 
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2-3-4 立地適正化計画の概要  

 

 立地適正化計画は，2014 年の都市再生特別措置法の改正に伴って創設された制

度である．人口減少・高齢化に伴い，持続可能なまちづくりが大きな課題とされ

る中，医療・福祉，商業施設や住居がまとまって立地し，充実した公共交通によ

ってこれらの施設に便利にアクセスができる「コンパクト・プラス・ネットワー

ク」の考え方が非常に重要であるとされている．立地適正化計画は行政と住民，

民間事業者が一体となってコンパクト・プラス・ネットワークを促進するために

創設された．以下に国土交通省が示す立地適正化計画の意義と役割 66)を示す．  

1) 都市全体を見渡したマスタープラン  

2) 都市計画と公共交通の一体化  

3) 都市計画と民間施設誘導の融合  

4) 市町村の主体性と都道府県の広域調整  

5) 市街地空洞化防止のための選択肢  

6) 時間軸を持ったアクションプラン  

7) まちづくりへの公的不動産の活用  

立地適正化計画では，市街化区域内に都市機能を誘導する「都市機能誘導区域」

と居住を誘導する「居住誘導区域」を集約エリアとして定め，特例措置や税制措

置，支援制度によって，都市機能や居住の誘導を図るとしている．図 2-2 に立地

適正化計画の概念図を示す．  

 

出典：国土交通省 HP68） 

図 2-2 立地適正化計画の概念図 
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2-4 法制度と大規模小売店舗の関係  

 

2-4-1 都市計画法の改正と大規模小売店舗の関係  

 

 国土交通省の都市計画法運用方針 67)によると，「市街化区域の設定は，都市計

画区域マスタープランにおける区域区分の方針において，人口を最も重要な市街

地の算定根拠としつつ，これに世帯数や産業活動の将来の見通しを加え，市街地

として必要と見込まれる面積をそのまま即地的に割り付ける方式（いわゆる人口

フレーム方式）を基本とすべきである」とある．ここで，第 1 章の図 1-1 に示し

た我が国の総人口の推移より，都市計画法が制定された 1968 年は人口増加期で

あった．すなわち，人口の増加に合わせて市街化区域の拡大を想定した議論がな

されていると考えられる．一方，我が国の総人口は 2010 年以降減少傾向であり，

人口減少期に突入している．上記の人口フレーム方式を基本とするならば，本来，

市街化区域の面積は縮小を想定した議論が必要であると考える．また，これに合

わせ都市機能の集約も必要となることが考えられる．以上より，都市計画法の改

正に伴う，大規模集客施設に対する規制の強化は，都市機能の集約に向けた枠組

みとして捉えることができると考える．  

 ここで，まちづくり 3 法以降の土地利用規制と大規模集客施設の立地状況に焦

点をあてる．表 2-4 は 2006 年の都市計画法改正に伴う，各用途地域に対する制限

の変化を示している．まちづくり 3 法制定時の用途地域は，1992 年の都市計画法

の改正に従い，8 用途である．そのうち，第 2 種住居地域，準住居地域，工業地

域，近隣商業地域，商業地域，準工業地域の 6 用途において，大規模集客施設に

対する制限はなかった．そのため，大規模集客施設は，まちづくり 3 法が成立し

た 1998 年以降も 6 用途に対して立地をしている（図 2-3）．  

 しかし，2006 年の都市計画法の改正に伴い，大規模集客施設の立地に制限が設

けられ，第 2 種住居地域，準住居地域，工業地域，の 3 用途では原則立地が不可

となった．したがって，2006 年の都市計画法の改正により，それまで土地利用規

制に対し適格であった大規模集客施設のうち，制限が設けられた上述の 3 用途に

立地していたものが，不適格とされたと整理ができる（図 2-4）．以上より，集約

型都市構造の実現に向けて，土地利用規制制度が見直された一方，これに伴い不
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適格とされた大規模集客施設が一定数存在することとなる．これらの不適格とさ

れた大規模集客施設への対応は都市計画上の大きな課題であると考える．  

 

表 2-4 都市計画法の改正に伴う用途地域等の見直し 

出典：国土交通省：改正都市計画法の運用について 68） 
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図 2-3 まちづくり 3 法制定時の土地利用規制と大規模集客施設の立地状況 

 

 

図 2-4 都市計画法の改正に伴う土地利用規制と大規模集客施設の立地状況  
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2-4-2 立地適正化計画による大型店舗の誘導  

 

 前述の通り，立地適正化計画では市街化区域内に都市機能誘導区域を定め，医

療・福祉，商業施設等の都市機能誘導区域への誘導を図るとしている．これによ

り，大型店舗の立地に対する土地利用規制に，誘導という形で新たな枠組みが加

わった考えることができる．これは同時に，土地利用規制に対し不適格な大規模

集客施設の他に，土地利用規制に対しては適格であるが，都市機能誘導区域に含

まれていない大型店舗という整理が必要となることを示している．土地利用規制

に対し不適格である大規模集客施設の他に，都市機能誘導区域に含まれない大型

店舗に対する対応も今後の課題であると考える（図 2-5）．  

 

 

図 2-5 都市機能誘導区域と大型店舗 
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2-5 研究概念の構築  

 

 前節までの整理により，大型店舗に対する土地利用規制の変遷を整理するとと

もに，時間軸の中で土地利用規制に対し不適格とされた大規模集客施設の立地に

対する考察を行った．また，立地適正化計画による都市機能誘導区域の設定に伴

い，都市機能誘導区域に含まれない大型店舗に対する対応の必要性を述べた．以

下では，これらの整理を踏まえ，本研究の課題認識として研究の視点を述べると

ともに、非集約エリアの定義づけを行う．  

 

2-5-1 研究の視点  

 

 前節ではまず、2006 年の都市計画法の改正により，大規模集客施設の立地に対

する土地利用規制が変化したことを示した．これにより，都市計画法の改正前に

第 2 種住居地域、準住居地域、工業地域に立地していた大規模集客施設は，都市

計画法に対して既存不適格とされた．さらに，2014 年の都市再生特別措置法に伴

う立地適正化計画の導入により，市街化区域内に，都市機能誘導区域が設定され

ることとなる．これまでの用途地域制による土地利用規制に加えて，都市機能誘

導区域であるか否かという第二の線引きが追加されたと整理される．これにより，

都市計画法に対して適格である大型店舗であっても，都市機能誘導区域に含まれ

ていなければ立地適正化計画では誘導対象となった．  

 都市計画法や都市再生特別措置法の改正は，人口減少社会に突入したわが国に

求められる，集約型都構造の実現を目指した法的枠組みである．都市計画法は土

地利用規制によって，大型店舗の集約化を図ろうとしたものであった．また，立

地適正化計画は規制緩和の社会的背景の中で，誘導により大型店舗の集約を図ろ

うとしているものである．市場の中で郊外立地を続ける大型店舗を集約させるた

めには，このような計画によるコントロールが不可欠である．一方で，法改正に

伴い，時間軸の中で既存不適格とされた大型店舗が多数存在することを忘れては

ならない．計画が既存不適格であると定めた大型店舗に対して，どのように対応

するべきであるかということが，本研究の課題認識である．  
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2-5-2 非集約エリアの定義  

 

 ここでは，計画が大型店舗の立地を促すエリアを集約エリアと定義し，都市計

画法による用地地域制と，都市再生特別措置法による立地適正化計画における集

約エリアの違いを述べる．その上で，本研究における非集約エリアの定義を述べ

る．なお，本研究が対象とするのは大型店舗であり，ここでの整理は大型店舗を

対象とした集約エリアであることに留意する必要がある．  

 都市計画法では，市街化区域を集約エリアとしており，大型店舗の売場面積に

より，用途地域制により立地を許可する用途を定めている．表 2-5 は，用途と大

型店舗の売場面積による大型店舗の土地利用規制を示している．都市計画法では，

店舗の売場面積に応じて，立地が許可された用途が大型店舗の集約エリアである

と整理することができる．  

 一方，立地適正化計画では市街化区域内に都市機能誘導区域を設定し，都市機

能誘導区域を集約エリアであるとしている．表 2-6 は，表 2-5 に都市機能誘導区

域であるか否かの整理を追加した表である．立地適正化計画では都市機能誘導区

域を集約エリアであるとしているため，都市計画法による集約エリアがさらに絞

り込まれていることがわかる．以上の整理を概念図として図 2-6 に示す．都市計

画法における集約エリアが水色で示したエリアであることに対し，立地適正化計

画での集約エリアは緑色で示したエリアである．都市計画法では表 2-5 の通り，

第二種中高層住居専用地域，第一種住居地域，第二種住居地域，準住居地域，工

業地域，近隣商業地域，商業地域，準工業地域の 8 用途に大型店舗の売場面積に

合わせて立地を許可していた．すなわち，これら 8 用途が集約エリアであったと

整理できる．一方，立地適正化計画では市街化区域内に都市機能誘導区域を設定

することにより，集約エリアは 8 用途内かつ都市機能誘導区域に設定されたエリ

アに絞り込まれる．  

 国土交通省によると，立地適正化計画は，都市計画マスタープランの高度化版

であり，従来の制度との融合により新しいまちづくりが可能であると位置づけら

れている．また，立地適正化計画の策定主体である市町村は，都市計画法により

線引きが行われる市街化区域内に都市機能誘導区域を設定する．立地適正化計画

は集約型都市構造を実現するための最新の制度であり，この枠組みに即して大型
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店舗の立地を議論することは肝要である．そこで本研究においては，「都市機能誘

導区域」を集約エリアとして定義する．また，非集約エリアを「都市機能誘導区

域に含まれないエリア」と定義して以降の分析を行う．   

 

表 2-5 都市計画法における集約エリア  

 

 

表 2-6 立地適正化計画における集約エリア 
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図 2-6 都市計画法と立地適正化計画による集約エリアの違い 
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3-1 本章の概要  

 

 非集約エリアにおける大型店舗の立地方針を検討するためには，まず大型店舗

の立地動向を詳細に把握する必要がある．また，立地適正化計画により集約エリ

アとして設定された都市機能誘導区域がどのようなエリアであるかを把握するこ

とも重要である．そこで本章では，ケーススタディとして栃木県宇都宮市を取り

上げ，近年の大型店舗の立地・撤退動向を把握し，設定された都市機能誘導区域

との関係を整理する．また，大型店舗の立地・撤退要因を考察し，都市機能誘導

区域の特性が，大型店舗の立地誘導エリアとして適しているのか検証を行う．  

 3-2 では，本研究がケーススタディとする栃木県宇都宮市について，立地適正

化計画の策定状況を概観する．  

 3-3 では，近年の大型店舗の立地動向の把握を行う．特に都市機能誘導区域の

内外に分けて，店舗数，売場面積を整理し，大型店舗の立地・撤退傾向を比較す

る．  

 3-4 では，都市機能誘導区域の特性を把握するため，主成分分析・クラスター

分析を用いてエリアの類型化を行い，どのような特徴を持つエリアに都市機能誘

導区域が設定されているのか評価する．また，大型店舗が立地しているエリアの

特性を把握する．  

 3-5 では，新設店舗と撤退店舗の売場面積に着目し，大型店舗の立地・撤退要

因を分析する．  

 3-6 では，まとめとして，本章の分析から得られた大型店舗の立地動向や都市

機能誘導区域の特性の整理を行う．  
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3-2 本研究の対象エリアの概要  

 

3-2-1 宇都宮市の立地適正化計画の概要  

 

本研究では、栃木県宇都宮市を対象地域とする．図3-1に宇都宮市の総人口の

推移を示す 69)．宇都宮市の人口は増加を続けたが，2017年の約52万人をピークに

減少に転じ，2050年ではピーク時から総人口が約7万人減少すると推計されてい

る．老年人口も増加を続けており，人口減少や高齢化という地方都市における共

通の課題を抱えていることがわかる．  

このような中，宇都宮市は2017年3月に立地適正化計画の策定を行った 69)．図3-

2は宇都宮市の立地適正化計画の位置づけを示した図である．宇都宮市の立地適

正化計画は都市計画マスタープランの一部を構成するものであり，宇都宮市のま

ちづくりの指針である総合計画や，栃木県が定める都市計画区域マスタープラン

に即すとされている．また，宇都宮市が掲げるネットワーク型コンパクトシティ

形成ビジョンを具体化するための計画であるとされている．  

 

 

出典：宇都宮市立地適正化計画 69) 

図 3-1 宇都宮市の総人口の推移  
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出典：宇都宮市立地適正化計画 69) 

図 3-2 宇都宮市の立地適正化計画の位置づけ 

 

3-2-2 宇都宮市の都市機能誘導区域の設定状況  

 

2017年3月時点で，都市機能誘導区域の具体的なエリアが決定しており，居住誘

導区域に関しても2018年末までに具体的なエリアを決定する計画となっている．

図3-3に宇都宮市が設定した都市機能誘導区域を示す．図に示すように，宇都宮市

は都市機能誘導区域として10のエリアを設定している．表3-1は，都市機能誘導区

域に指定されたエリアの中心となる施設を示した表である．表3-1より，鉄道駅や

幹線バス路線等の結節点が都市機能誘導区域に指定されていることがわかる．  

表3-2は宇都宮市が都市機能誘導区域への誘導施設として定めている対象の一

覧である．また，表3-3は，各都市機能誘導区域が対象とする誘導施設を示してい

る．表3-2及び表3-3より，宇都宮市は全ての都市機能誘導区域においてスーパー

やドラッグストアなどの大型店舗を誘導対象としていることがわかる．また，高

次都市機能を有するとするエリアに対しては，百貨店や専門店の誘導を行うとし

ている．   
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図 3-3 宇都宮市の都市機能誘導区域  

 

表 3-1 宇都宮市の都市機能誘導区域の配置の目安 

出典：宇都宮市立地適正化計画 69) 
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表 3-2 宇都宮市が設定する誘導施設  

出典：宇都宮市立地適正化計画 69) 
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表 3-3 宇都宮市の各都市機能誘導区域の誘導施設 

出典：宇都宮市立地適正化計画 69) 
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3-3 大規模小売店舗の立地・撤退動向  

 

3-3-1 使用データ  

本節では，都市機能誘導区域の評価を行うため，特に近年の大型店舗の立地・

撤退動向に着目する．その上で，国勢調査の人口データが存在する，2010年，2015

年を対象年次として設定した． 大型店舗のデータは，大型小売店データ2010年版，

2015年版（東洋経済） 70)より入手した．また，都市機能誘導区域の詳細な位置情

報は宇都宮市都市計画課よりデータ提供を得た．  

 大型店舗の立地・撤退動向の整理は以下の手順で行った．  

①大型小売店データ2010年版，2015年版からそれぞれ2010年，2015年に立地して

いた店舗を存続店舗とする．  

②2015年の存続店舗のうち，開店年が2010年以降の店舗を新設店舗とする．  

③2010年の存続店舗と2015年の存続店舗を比較し，削除された店舗を撤退店舗と

する．  

以上によって整理した結果，2010年，2015年の存続店舗はそれぞれ123店舗と114

店舗であった．また，新設店舗は13店舗，撤退店舗は22店舗であった．図3-4に存

続，新設，撤退店舗の位置を示す．  

 

 

図 3-4 存続店舗，新設店舗，撤退店舗の分布（2015 年）  
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3-3-2 都市機能誘導区域内外の比較  

 

前項で示したデータをもとに，大型店舗の立地動向と都市機能誘導区域との関

係を整理する．表3-4に，都市機能誘導区域の各エリアにおける，2010年と2015年

の存続店舗，2010年から2015年の期間の新設店舗と撤退店舗の店舗数と売場面積

を示す．  

まず，宇都宮市全体の傾向を把握する．存続店舗を見ると，2010年では店舗数

が 123店舗で売場面積が 610,581m2， 2015年では店舗数が 114店舗で売場面積が

624,522m2であった．店舗数が減少しているものの，売場面積は増加していること

がわかる．新設店舗を見ると店舗数が13店舗で売場面積が30,298m2であり，撤退

店舗では店舗数が22店舗で売場面積が27,820m2であった．新設店舗の平均売場面

積が2,331m2であることに対して，撤退店舗の平均売場面積は 1,265m2であり，比

較的大規模な店舗が新設され，小規模な店舗が撤退する傾向が見て取れる．  

 次に，都市機能誘導区域の内外で比較を行う．都市機能誘導区域の面積は

1,732haであり，宇都宮市全体に対して4.15%，用途地域に対して18.41%を占めて

いる．  

都市機能誘導区域に立地している存続店舗の売場面積は 2010年では 47.36%，

2015年では47.14%となっており，都市機能誘導区域が宇都宮市に占める割合に対

して，大きな値を示している．このことから，都市機能誘導区域は，大型店舗が

多く立地しているエリアに設定されたことが伺える．  

一方で，都市機能誘導区域に立地した新設店舗の売場面積は9,830m2であり，撤

退店舗の売場面積は10,604m2である．このことから，都市機能誘導区域では売場

面積がゆるやかに減少している傾向が伺える．これに対し，都市機能誘導区域外

の新設店舗の売場面積は20,468m2であり，撤退店舗の売場面積は17,216m2である．

都市機能誘導区域外では，売場面積が増加傾向にあることがわかる．これらのこ

とから，都市機能誘導区域は大型店舗が多く立地しているエリアに設定されたが，

一方で，これらのエリアではこれまで大型店舗が撤退する傾向にあり，誘導に向

けては一定のインセンティブが必要であると考えられる．  
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3-3-3 都市機能誘導区域の各エリアの比較  

 

次に都市機能誘導区域の各エリアの大型店舗の立地動向について考察する．大

型店舗は2010年では瑞穂野団地周辺エリアを除く9つのエリアに立地していたが，

南宇都宮駅周辺エリアと雀宮駅周辺エリアからの大型店舗が撤退したことにより，

2015年では7つのエリアのみに大型店舗が立地している状況である．  

2015年時点で都市拠点エリアの存続店舗の売場面積は189,395m2であり，宇都宮

市全体の29.37%を占めている．都市拠点エリアでは，2010年から2015年にかけて

売場面積が6.211m2の新設店舗が立地したが，小規模な大型店舗が4店舗撤退して

いる．  

次いで存続店舗の売場面積が多いのはLRT停留所周辺エリアである．このエリ

アは大規模な大型店舗が1店舗立地しており，2015年の存続店舗の売場面積は，

47,996m2で宇都宮市全体の7.69%を占める．新設店舗の立地はなかったが，この大

型店舗の増設により，2010年から2015年にかけて，LRT停留所周辺エリアの売場

面積は増加している．他に，テクノポリスセンターエリアも新設店舗の立地によ

り，2010年から2015年にかけて売場面積が増加していた．その他のエリアは売場

面積が減少しているか，変化がない状況である．以上から，都市機能誘導区域に

指定されたエリア間にも，大型店舗の立地動向に差があることがわかる．  
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3-4 都市機能誘導区域の特性  

 

3-4-1 エリアの類型化の概要  

 

本節では，都市機能誘導区域に設定されたエリアの特徴，及び大型店舗が立地

するエリアの特徴を把握することを目的にエリアの類型化を行う．具体的にはま

ず，宇都宮市の市街化区域を4次メッシュに分割し，主成分分析・クラスター分析

を用いて類型化する．その後，各類型にどの程度都市機能誘導区域が含まれてい

るのか，また，どの程度大型店舗が立地しているのか整理する．これにより，エ

リアの特徴と都市機能誘導区域，大型店舗の立地エリアの関係を分析する．  

分析は市街化区域を対象として行い，類型化の単位は4次メッシュとした．類型

化に用いた指標及びその算出方法を表3-5に示す．ここで表3-5にある，人口特性

に関するデータとして，メッシュ人口は2010年の国勢調査4次メッシュ人口より

取得した．また，メッシュ人口変化数は2010年と2000年の国勢調査4次メッシュ人

口の差分より算出した．交通特性に関するデータとして，最寄り駅までの距離は

道路ネットワークに沿って算出した．公共交通圏域判定は，宇都宮市の立地適正

化計画における，公共交通利便エリアの定義 69)を参考に，バス停から250m以内を

1，そうでなければ0とするダミー変数とした．  

 本研究では，2010年から2015年を対象期間に大型店舗の立地動向を分析してい

る．ここで，前節における整理より，対象とする大型店舗（136店舗）のうち123

店舗は2010年より前に立地した店舗である．また，大型店舗の立地にはある程度

期間を要することから，対象期間に立地した大型店舗に関しても，2010年より前

の状況に影響を受けていると考える．そこで，ここでは対象期間の初年度である

2010年を基準として，エリアの類型化を行うこととした．具体的には，メッシュ

人口は2010年のデータを使用し，メッシュ人口変化数は2000年から2010年の変化

数を使用した．  
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表 3-5 市街化区域の主成分分析に用いた指標 
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3-4-2 エリアの類型化の結果と大規模小売店舗の関係  

 

宇都宮市の市街化区域を対象とした主成分分析により算出した，主成分負荷量

及び寄与率を表3-6に示す．寄与率が68.51%となったことから，第3主成分までを

用いることとした．表3-6より各主成分の軸の解釈を行う．  

第1主成分は，メッシュ人口が大きくプラスに寄与している．また，中心市街地

までの距離，最寄り駅までの距離が大きくマイナスに寄与しており，公共交通判

定もプラスに寄与していることから，公共交通の利便性を表す軸とした．第2主成

分は，住居系，商業系，工業系の用途地域割合がいずれも大きく寄与しているこ

とから，土地利用の状態を表す軸とした．第3主成分は，メッシュ人口変化数と高

齢者割合が大きくマイナスに寄与していることから，人口分布の変化を表す軸と

解釈した．  

 

表 3-6 主成分分析に用いた指標の主成分負荷量 

 

 

  



第 3章 立地適正化計画に着目した大規模小売店舗の立地動向の把握 

50 
 

 以上より得た3軸をもとに，クラスター分析により，用途地域を6つのタイプに

類型化を行った．類型化の方法はward法を使用した．各類型について以下の項目

を表3-7に示す．  

・指標の平均値  

・2015年の存続店舗，2010年から2015年の期間の新設店舗，撤退店舗の店舗数と

売場面積  

・各類型に含まれる都市機能誘導区域の割合  

なお，指標の平均値とは，4次メッシュあたりの平均値である．各類型の分布を図

3-5に示す．また，参考として宇都宮市の用途地域を図3-6に示す．これらの結果か

ら，各類型の名称と特徴，また大型店舗や都市機能誘導区域との関係を以下に記

す．  

A 工業地域隣接居住エリア  

 工業系用途地域に隣接しており，工業系用途地域と住居系用途地域がそれぞれ

約50%を占めているエリアである .このエリアは公共交通圏域割合も約70%であり，

メッシュ人口の平均値も多く，またメッシュ人口変化数も増加傾向にある．  

 大型店舗の立地動向を見ると，このエリアの存続店舗の売場面積は87,773m2で

あった．また，新設店舗の売場面積が 1,627m2に対し，撤退店舗の売場面積は

2,917m2であった．撤退店舗の売場面積の方が，新設店舗の売場面積より多く，大

型店舗が撤退する傾向にある．また，都市機能誘導区域の8.21%がこのエリアに含

まれている．  

B 工業系用途地域エリア  

 工業系の用途地域が約90%を占めているエリアである．このエリアはメッシュ

人口の平均値が少なく，公共交通圏域割合は20.83%と低い．  

大型店舗の立地動向を見ると，存続店舗の売場面積が148,274m2であり，既に多

くの売場面積が存在している．また，新設店舗の売場面積が1,772m2であるのに対

し，撤退店舗の売場面積は1,296m2であることから，売場面積は増加傾向にある．

都市機能誘導区域の4.48%がこの類型に含まれている．  

C 郊外過疎エリア  

 中心市街地までの距離の平均値が 9,059m，最寄り駅までの距離の平均値が

6,886mであり，いずれも各類型の中で最も長い．また，メッシュ人口の平均値も
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少ない郊外のエリアである．公共交通圏域割合は15.67%であり，公共交通が不便

な地域と考えられる．  

 大型店舗の動向を見ると，存続店舗の売場面積は30,842m2と少ない．また，新

設店舗はなく，撤退店舗の売場面積が4,556m2であることから，売場面積が減少傾

向にあるエリアである．都市機能誘導区域の9.70%がこのエリアに含まれている． 

D 郊外人口減少エリア  

 中心市街地までの距離の平均値が 5,188m，最寄り駅までの距離の平均値が

2,428mである．中心市街地から離れた位置にあるが，比較的近くに駅が立地して

いることが見て取れる．公共交通圏域割合は90.27%である．また，メッシュ人口

変化数が負の値を示しており，人口が減少傾向にあるエリアである．  

 大型店舗の立地動向を見ると，存続店舗の店舗数が45店舗に対し，売場面積が

132,513m2である．平均売場面積は2,945m2であり，比較的小規模な大型店舗が多

く立地していることがわかる．また，新設店舗の売場面積が11,595m2に対し，撤

退店舗の売場面積が9,262m2である．新設店舗の売場面積と撤退店舗の売場面積が

いずれも多く，また同程度存在することから，立地・撤退が激しいエリアと考え

られる．都市機能誘導区域の46.27%がこのエリアに含まれている．   

E 郊外開発エリア  

住居系の用途地域が約90%を占めており，公共交通圏域割合が72.31%である．

中心市街地周辺に存在し，一方で郊外にも点在している類型である．メッシュ人

口の平均値も高く，メッシュ人口変化数の平均値が最も高いことから，新規の開

発エリアが多く含まれていると考えられる．  

 大型店舗の動向を見ると，存続店舗の売場面積は89,378m2であるが，新設店舗

の売場面積が15,304m2であり，売場面積が大きく増加している．都市機能誘導区

域の17.91%がこのエリアに含まれている．  

F 中心市街地商業エリア  

中心市街地までの距離の平均値が1,400m，最寄り駅までの距離の平均値が846m

であり，いずれも各類型の中で最も短い．また，公共交通圏域割合が100%であり，

中心市街地にあたるエリアだと言える．メッシュ人口の平均値は最も多いが，メ

ッシュ人口変化数の平均値が負の値を示しており，人口は減少傾向にある．  

 大型店舗の動向を見ると，存続店舗の売場面積が112,536m2あり，既に多くの売
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場面積が存在している．一方で，新設店舗の立地はなく，撤退店舗の売場面積が

4,319m2であることから，大型店舗が撤退傾向にあることがわかる．  

 以上をまとめると以下のようになる．  

・中心市街地商業エリアは，人口も多く，大型店舗も多く立地しているが，いず

れも減少傾向にある．このエリアは都市機能誘導区域の約13%を占めており，立

地誘導に向けた対策が必要である．  

・大型店舗が最も多く立地しているのは郊外人口減少エリアであり，売場面積も

増加傾向にある．このエリアは中心市街地から離れているが，近い位置に鉄道駅

が存在している．このことから，鉄道駅周辺に大型店舗が立地する傾向が示唆さ

れたと考える．また，このエリアは都市機能誘導区域の約46%を含んでいる．  

・郊外過疎エリアや工業地域隣接居住エリアでは，大型店舗が撤退する傾向が示

された．中心市街地だけでなく，郊外においても大型店舗が撤退しているエリア

が存在することがわかる．一方で都市機能誘導区域の約18%がこれらのエリアに

含まれており，都市機能誘導区域として適切であるか検証の必要がある．  

 

表 3-7 主成分分析に用いた指標の平均値と大型店舗の関係 
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図3-5 クラスター分析による類型の分布 

 

 

図 3-6 宇都宮市の用途地域  
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3-5 大規模小売店舗の立地要因の分析  

 

3-5-1 立地要因分析の概要  

 

本節ではここまでの分析を踏まえて，大型店舗の立地要因の分析を行う．分析

には重回帰分析を用い，2010年から2015年の新設店舗と撤退店舗の売場面積の差

を目的変数とした．分析の単位は4次メッシュである．分析の対象とするメッシュ

は，市街化区域を含むメッシュのうち，新設店舗，撤退店舗のいずれか，あるい

は両方の立地があった44メッシュとする．説明変数は，表3-5に示した項目の他，

2010年における店舗数を考慮した．モデルを構築する上での説明変数は2010年時

点のデータを用いる．  

  

3-5-2 立地要因分析の結果  

 

パラメータの推計結果を表3-8に示す．説明変数のうち，「住居系用途地域割合」，

「商業系用途地域割合」，「工業系用途地域割合」，「中心市街地までの距離」はメ

ッシュ人口と相関が高かったため除外した．「公共交通圏域判定」，「メッシュ人口

変化数」は有意とならなかった．修正済み決定係数は0.550であり，一定の説明力

があるモデルであると判断する．  

 パラメータを見ると，2010年の店舗数と人口が負の有意なパラメータとなって

いる．これは中心市街地の人口が多いエリアから大型店舗が多く撤退しているこ

とを反映した結果であると考える．また，高齢者人口割合も負の有意なパラメー

タであり，高齢者割合が高いエリアから大型店舗が撤退していることがわかる．

その他最寄り駅までの距離が負の有意なパラメータであるが，これは最寄り駅か

ら遠いほど大型店舗が撤退していることを示している．中心市街地から大型店舗

が撤退している一方で，その他の鉄道駅周辺では大型店舗が立地する傾向にある

と考えることができる．  

 以上から，大型店舗は人口や既存の大型店舗が集まっている中心市街地から撤

退する傾向が示された．今後，大型店舗を中心市街地へ立地させるためには，一

定のインセンティブが必要になると考える．  
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表 3-8 立地要因分析におけるパラメータの推計結果 

 

 

3-6 本章の結論  

 

本章では，宇都宮市を対象に，立地適正化計画における都市機能誘導区域に着

目し，これまでの大型店舗の立地動向を把握した．また，市街化区域に含まれる

メッシュを類型化することで，都市機能誘導区域に指定されたエリアや大型店舗

が立地するエリアの特徴を把握した．加えて，重回帰分析により，大型店舗の立

地要因の分析を行った．これらの分析から，都市機能誘導区域の特性が，大型店

舗の立地誘導エリアに適しているのか検証を行った．  

検証の結果，宇都宮市の都市機能誘導区域に設定されたエリアでは，2015 年時

点で，全体の約 47%の売場面積が存在し，大型店舗が多く立地しているエリアで

あることが明らかとなった．しかし，都市機能誘導区域の売場面積はこれまで減

少傾向にあり，ゆるやかに撤退が起きている．一方で，都市機能誘導区域外では

売場面積が増加傾向にあることがわかった．  以上より，都市機能誘導区域には，

現在一定数の大型店舗が立地しているものの，都市機能誘導区域外への立地傾向

が強く，大型店舗を誘導するためには一定のインセンティブが必要になると考え

る．  

3-5 における，重回帰分析を用いた大型店舗の立地要因の分析からは，大型店

舗が依然として中心市街地から撤退する傾向にあることが示された．加えて， 3-

4 における分析からは，郊外の人口が少ないエリアや，工業地域に隣接するエリ

アでは大型店舗の売場面積が減少していることが明らかとなった．中心市街地の

他に，郊外にも大型店舗が撤退傾向にあるエリアが存在することが示された．都

市機能誘導区域の約 18%はこれらの郊外のエリアに設定されており，誘導エリア
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として適切であるか更に検証が必要であると考える．  

最後に，鉄道駅周辺では大型店舗が立地する傾向が示されており，鉄道駅の周

辺に大型店舗を集約できる可能性が示唆されたと考える．  
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4-1 本章の概要  

 

 立地適正化計画では，都市機能誘導区域を集約エリアとして定め，大型店舗の

誘導を図るとしている．しかし，大型店舗の立地・撤退は市場の中で決定するた

め，適切に誘導が行われるかは不明瞭である．そこで本章では，非集約エリアに

立地する大型店舗の誘導可能性について知見を得るため，集約エリアである都市

機能誘導区域の立地ポテンシャルを定量的に評価する．これにより，計画と商業

者の関係から，誘導に向けた課題を明らかにする．  

4-2 では，本章で構築する立地ポテンシャルモデルの概要を述べるとともに，

パラメータの推計結果について考察を行う．  

4-3 では，構築した立地ポテンシャルモデルにより，対象エリアである宇都宮

市の立地ポテンシャルを定量的に評価する．また，都市機能誘導区域の内外で立

地ポテンシャルを比較することで，都市機能誘導区域への大型店舗の誘導可能性

を評価する．  

4-4 は本章のまとめであり，都市機能誘導区域の立地ポテンシャルの評価から

得た知見をもとに，誘導に向けた課題を述べる．  
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4-2 立地ポテンシャルモデルの構築  

 

4-2-1 立地ポテンシャルモデルの概要  

 

前章において整理した大型店舗の立地状況の整理をもとに，本章では大型店舗

の立地可能性を評価することを目的に，立地ポテンシャルモデルの構築を行う．

使用する大型店舗のデータは前章と同様に東洋経済の大型小売店ポイントデータ

70)より入手した．また，都市機能誘導区域の詳細な位置情報は宇都宮市都市計画

課よりデータ提供を得た．立地ポテンシャルモデルの構築には，判別分析を用い

る．具体的には，宇都宮市を500メートルメッシュで分割し，そのうち用途地域に

含まれるメッシュ（530メッシュ）を対象に立地の有無（立地していれば1，立地

していなければ0）を判別する．大型店舗の立地の有無は2015年のデータを用いて

整理する．ここでは，業態ごとに立地傾向が異なる可能性を考慮し，業態ごとに

立地ポテンシャルモデルを構築することとした．  

 立地要因を表す説明変数としては，居住地への近接性，就業地への近接性，土

地取得の容易性，交通利便性を取り上げ，表4-1に示す項目を500メートルメッシ

ュ単位で整理した．  

 次に表4-1に示した各説明変数の算出方法について説明する．圏域人口は 2015年

の国勢調査のデータを用いて，各メッシュの重心点から道路ネットワークに沿っ

た2km圏内の夜間人口を算出した．事業所数は，2014年の経済センサスの全事業

所数を用いた．地価は2015年の地価公示データを用い，各メッシュから最も近い

位置にある公示地価をそのメッシュの地価とした．最寄り駅までの距離は，各メ

ッシュの重心から道路ネットワークに沿った距離を算出した．最後に主要道の有

無は，一般国道，都道府県道，主要地方道の何れかが通るメッシュを1,それ以外

を0とするダミー変数として算出した．  
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表 4-1 立地ポテンシャルモデルの説明変数  

 

 

4-2-2 立地ポテンシャルモデルのパラメータ推計結果  

 

表4-2に全店舗を対象として構築した立地ポテンシャルモデル（以下，全店モデ

ル）の推計結果を示す．表4-2より，正準相関係数は0.348であり，必ずしも高くな

いものの各説明変数は有意水準1%未満で有意となっている．グループの重心は，

メッシュ内に大型店舗が立地していないグループの値が負であり，立地している

グループの値が正である．標準判別係数を見ると道路ダミーの影響が最も大きく，

大型店舗がロードサイドに立地する傾向がわかる．また，最寄り駅までの距離は

負のパラメータを示している．相対的な影響は小さいものの，駅に近い方が大規

模小売店舗が立地する傾向が示された．その他のパラメータも圏域人口や事業所

が正の値を示し，地価が負の値を示すという妥当な結果となった．  

表4-3に業態別の立地ポテンシャルモデルの推計結果を示す．ここでは百貨店，

スーパーマーケット，専門店，ショッピングセンターの4つに業態を整理し立地ポ

テンシャルモデルを構築した．（以下，百貨店モデル，SMモデル，専門店モデル，

SCモデル）表4-3より，百貨店モデルでは，圏域人口が負の値を示している．また，

地価の影響は小さく，道路ダミーは有意でないことから，中心市街地に立地する

傾向が示されており，妥当な結果であると考える．SMモデルでは全店モデルと比

較し，圏域人口の影響が大きくなり，道路ダミーの影響が小さくなっている．こ

のことから，SMはロードサイドより居住地に近接して立地する傾向が示された．

また全店モデルと比較し，地価のパラメータが負に大きくなっており，より地価

が安い土地に立地する傾向が示された．専門店モデルでは，逆に圏域人口の影響

が小さくなり，道路ダミーの影響が大きくなっている．専門店は広域の集客を想
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定し，自動車での来店が便利なロードサイドに出店する傾向にあることがわかる．

最後に，SCモデルでは，事業所数のみが有意なパラメータとなり，その他のパラ

メータは有意とならなかった．売場面積が非常に大きいショッピングセンターで

は，まとまった土地を入手できるかどうかの影響が大きく，今回モデルの変数と

した考慮した項目は，影響が小さかったことが考えられる．  

 

表 4-2 立地ポテンシャルモデルのパラメータの推計結果（全店モデル）  

 

 

表 4-3 立地ポテンシャルモデルのパラメータの推計結果（業態別） 

 

  

百貨店モデル SMモデル 専門店モデル SCモデル

標準
判別係数

F値 判定
標準

判別係数
F値 判定

標準
判別係数

F値 判定
標準

判別係数
F値 判定

圏域人口 -0.535 11.917 ＊＊ 0.77 23.437 ＊＊ 0.187 12.581 ＊＊ -0.281 2.381

事業所数 1.227 286.983 ＊＊ 0.522 24.251 ＊＊ 0.38 16.474 ＊＊ 1.254 33.735 ＊＊

地価 -0.027 38.179 ＊＊ -0.231 13.319 ＊＊ -0.042 8.669 ＊＊ -0.345 4.071

最寄り駅までの距離 -0.05 4.961 ＊ 0.187 6.881 ＊＊ -0.188 9.791 ＊＊ -0.169 1.575

道路ダミー -0.08 2.774 0.388 10.723 ＊＊ 0.719 27.248 ＊＊ -0.11 0.412

グループ 重心の値 重心の値 重心の値 重心の値

立地していない -0.07 -0.084 -0.09 -0.023

立地している 9.342 0.859 0.846 3.138

正準相関係数 0.629 0.26 0.267 0.262
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4-3 立地ポテンシャルモデルによる都市機能誘導区域の評価  

 

4-3-1 立地ポテンシャルの推計  

 

立地ポテンシャルモデル構築に使用した判別分析では，式4-1に示す判別関数式

及び表4-4に示す判別係数を用いて，判別得点の算出が可能である．この判別得点

を用いて施設の立地可能性を評価する手法は田中ら 71)の研究でも提案されている．

本研究ではこの手法を参考に判別得点を立地ポテンシャルと定義し，大型店舗の

立地可能性を評価する．なお，構築したモデルの中には，説明力が低いモデルも

存在するが，ここでは業態間の差を分析するため，全てのモデルを採用して分析

を行うこととした．  

 

𝑍 =∑𝑎𝑖𝑋𝑖 +

𝑛

𝑖=1

𝑏 

 

表 4-4 モデルごとの判別関数  

 

 

算出した立地ポテンシャルの分布を図4-1に示す．［1］は全店モデルによる結果，

［2］から［5］は業態別の結果である．図中の赤色で示されたメッシュが判別得

点が正であり，立地ポテンシャルが高いと示されたメッシュである．逆に，青色

のメッシュは判別得点が負であり，立地ポテンシャルが低いと示されたメッシュ

である。  

(4-1) 
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全店モデルの結果より，立地ポテンシャルが高いエリアは市の中心に多く分布

していることがわかる．これは，圏域人口と事業所数の影響を大きく受けた結果

である．また，市の中心部より帯状に立地ポテンシャルが高いメッシュが伸びて

いるが，これは一般国道，都道府県道が通過しているため，立地ポテンシャルが

高く算出されたメッシュである．  

次に業態別の傾向を見る．百貨店モデルとSCモデルでは，全体的に立地ポテン

シャルが低く算出される結果となった．一方で，市の中心部以外に郊外にも立地

ポテンシャルが高いメッシュが存在しており，郊外への立地可能性が示唆された．

SMモデルでは，全体モデルと比較して，立地ポテンシャルが高いエリアが市の中

心に集中している．一方，専門店モデルでは，市の中心から外延部まで立地ポテ

ンシャルが高いエリアが広がっていることがわかる．人口が多いエリアに立地す

るスーパーマーケットに対し，専門店では郊外に立地しやすい傾向が示された．  

表4-4は各モデルについて，立地ポテンシャルに対応するメッシュの数と，その

メッシュに立地した店舗数を示している．立地確率は，店舗数をメッシュ数で除

することで算出した．表4-4より，どのモデルにおいても立地ポテンシャルが高い

ほど，立地確率が高い傾向にあることがわかる．例として全店モデルでは，立地

ポテンシャルが1を超えるメッシュの55.1%に大型店舗が立地する一方， -1未満の

メッシュでは4.5%にしか立地しておらず，現実にも立地ポテンシャルが高いメッ

シュに大型店舗が立地する傾向が示された．  
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図 4-1 立地ポテンシャルの分布  

 

表 4-4 立地ポテンシャルと立地確率  
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4-3-2 都市機能誘導区域の評価  

 

構築した立地ポテンシャルモデルを用いて，都市機能誘導区域の評価を行う．  

表4-5に各都市機能誘導区域の立地ポテンシャルの平均値を示す．また，都市機

能誘導区域の内外での平均値を示す．表中の水色の塗りつぶしは，立地ポテンシ

ャルが負の値を示している数値である．また，青の塗りつぶしは都市機能誘導区

域外の立地ポテンシャルよりも低い値を示した結数値である．  

 表4-5より，都市機能誘導区域の中には，立地ポテンシャルが負の値，あるいは

都市機能誘導区域外よりも低く算出されたエリアが存在することがわかる．特に

上河内地区市民センター周辺エリアでは，全てのモデルにおいて立地ポテンシャ

ルが負の値を示している．これらのエリアは，今後大型店舗の誘導を行う上で，

一定のインセンティブが必要であると考える．  

 

表 4-5 都市機能誘導区域の評価  
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4-4 本章の結論  

 

本章では，立地ポテンシャルモデルの構築により，大型店舗の立地要因を分析

するとともに，都市機能誘導区域内外の立地ポテンシャルを評価した．分析の結

果，全体として，都市機能誘導区域の立地ポテンシャルは，都市機能誘導区域外

よりも高いことが示された．一方で，エリア別にみると，都市機能誘導区域によ

って立地ポテンシャルには大きな差があることが明らかとなった．また，都市機

能誘導区域外の平均値よりも立地ポテンシャルが低いエリアも存在し，これらの

エリアには実際にも大型店舗の立地が少ない．誘導のためには一定のインセンテ

ィブが必要になると考えられる．今後は，立地誘導のための施策が十分に機能

するかチェックしながら，立地適正化計画を運用していく必要があると考える． 
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5-1 本章の概要  

 

 立地適正化計画により，集約エリアに大型店舗の誘導が行われれば，集約エリ

アの利便性が高まる一方，非集約エリアは相対的に不便な地域となる．しかし，

非集約エリアにも居住を続ける人が一定数いることから，非集約エリアにおける

最低限の生活利便性の保障は計画の責任であると考える．そこで本章では，消費

者の視点に立ち，買い物利便性という観点から，大型店舗の立地を評価する．こ

こで，買い物の利便性をという点においては，単に店舗までの空間的な抵抗のみ

でなく，個人がどのような店舗の特性を魅力と感じ，どのように店舗を選択して

いるのか，その実態を考慮することが重要であると考える．そこで本研究では，

店舗への空間的なアクセシビリティと店舗が持つ特性による買い物の利便性を合

わせて，買い物アクセシビリティと定義する．この買い物アクセシビリティに影

響を及ぼす要因を把握するため，個人の買い物行動に関する詳細な分析が必要で

ある．  

そのため本研究では，日常生活に欠かせない食料品店に着目し，アンケート調

査を通して，食料品の買い物行動の実態を詳細に把握する．その上で，アンケー

ト調査の結果を活用し，個人の店舗選択行動を考慮した，買い物アクセシビリテ

ィの評価を行う．本章の構成を以下に述べる．  

5-2 では，既存研究の整理から，本研究の買い物アクセシビリティ評価の特徴

を述べる．  

5-3 では，本研究で実施した食料品の買い物に関するアンケート調査について

説明し，結果の集計を行う．  

5-4 では，買い物に関するアンケート調査の結果から，買い物店舗選択行動モ

デルの構築を行う．  

5-5 では，買い物店舗選択行動モデルを活用した，買い物アクセシビリティ評

価手法を示す  

5-6 では，買い物アクセシビリティ評価手法を対象エリアに適用し，定量的な

評価を行う  

5-7 はまとめであり，買い物アクセシビリティ評価の結果を考察するとともに，

消費者の視点から今後の非集約エリアの課題を述べる．  
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5-2 アクセシビリティ評価に関する既往研究の整理   

 

 ここでは，アクセシビリティの評価手法に関する研究を整理し，本研究におけ

る買い物アクセシビリティ評価の特徴を述べる．  

 アクセシビリティの評価手法に関する研究として，加知ら 72)は，公共交通，自

動車の交通利便性評価を目的に，アクセシビリティ指標群の提案を行っている．

また，長野県飯田市を対象に，提案したアクセシビリティ指標を適用し，施策実

施による交通利便性の変化を把握した．服部ら 73)は，都市交通施策を評価するア

クセシビリティ指標として，交通コストに基づくアクセシビリティ指標と，生活

活動に必要となる活動コストに基づくアクセシビリティ指標の開発を行った．ま

た，アクセシビリティ指標を，香川県高松市に適用し，新駅設置によるアクセシ

ビリティ改善効果を推計している．特に買い物に関するアクセシビリティの評価

を行った研究として，寺山・小谷 74)は，パーソントリップ調査のデータをもとに，

ネスティッドロジットモデルを用いて，目的地・交通手段選択モデルを構築した．

また，このモデルのログサムから対象地域の買い物交通におけるアクセシビリテ

ィの算出をしている．他に，高見 75)は，英国・イングランドで展開されてきたア

クセシビリティ・プランニングに着目し，その枠組みや手法，空間計画への適用

動向について報告を行っている．  

 以上のように，アクセシビリティに関する研究は，その評価目的に合わせて多

数の先行研究が存在する．しかし，空間的な特性や，個人属性を考慮した評価手

法が数多くある一方，特に買い物に着目し，個人の買い物行動の実態を評価手法

に取り入れた事例は少ない．  

本研究は，アンケート調査により，個人の買物行動を詳細に把握し，その店舗

選択行動をアクセシビリティ評価において考慮した点に特徴がある．具体的に，

本研究では，アクセシビリティの評価において，ゾーンや小地域ではなく，アン

ケート調査に基づいて，店舗単位での選択行動を取り扱い，分析を行っている．

また，アクセシビリティを評価する変数として，詳細な店舗特性を考慮している．

その他，対象地域内の格差に着目し，後述するジニ係数を用いてアクセシビリテ

ィの格差を定量的に示した点も，本研究の特徴である．  
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5-3 食料品の買い物に関するアンケート調査  

 

5-3-1 アンケート調査の概要  

 

平成27年10月～11月にかけて，宇都宮市内のスーパー4店舗の来店者に対して，

日常の食料品の買い物に関するアンケート調査を行った．アンケート調査の概要

を表5-1に示す．質問項目は，基本的な個人・世帯の属性の他，普段の食料品の買

い物目的で利用する店舗について，店舗名，頻度，時間帯，交通手段，自宅から

店舗までの所要時間，店舗選択理由などである．調査票は，来店者に直接配布，

郵送回収形式とし，配布数は3,000枚，回収数は1,117枚であった．調査では，調査

票を受け取った店舗の他に，日常的に食料品の買い物をする他店舗についての記

入欄も設けており，最大で5店舗について同じ項目の回答を得ている．  

集計の結果，男性の回答は19.2%，女性の回答は78.3%であり，未記入が2.5%で

あった．また，65歳以上の回答者は，全体の31.0%であった．  

 なお，このアンケート調査は，アンケート調査実施店舗への来店者に対しての

み行ったものである．そのため，このアンケート調査の結果には，店舗への来店

が不可能である層の回答が含まれていないことに留意する必要がある．  

 

表 5-1 アンケート調査概要 
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5-3-2 アンケート調査結果の整理  

 

①利用店舗数  

アンケート調査によって得られた，食料品の買い物において，普段利用してい

る店舗数を図5-1に示す．図より，81.1%が3店舗以上と回答していることがわかる

注 1)．このことから，多くの人が食料品の買い物において複数の店舗を使い分けて

いることが分かる．  

 

②交通手段と所要時間  

交通手段分担率の結果を図5-2に示す．ここでは各店舗への買い物頻度をもとに

重み付けした結果を示す．図より，自動車の利用が全体の69.3%を占めており，次

いで多かったのが，徒歩の16.5%，自転車の12.7%であった．また，バイクや公共

交通を選択した人は1.4%であった．ほとんどの人が自動車で買い物に行っている

ことが分かる．   

 次に，交通手段として多く選択されていた，自動車，徒歩，自転車で店舗に行

く際の，自宅から店舗までの所要時間の分析結果を図5-3に示す．結果として，全

ての交通手段において，所要時間は5分以内が最も多く，自動車で38.1%，徒歩で

65.5%，自転車で47.9%であった．また，10分以内が全体の70%～90%であり，食料

品の買い物は短時間の移動が多いことが分かった．   

 

③店舗選択理由  

図5-4に，普段利用している店舗の選択理由に関する回答結果を示す．図より，

「自宅から近い」の割合が最も多く，全体の59.3%である．また，この他に25%以

上の回答を得た項目は，「駐車場が広い」，「値段が安い」，「品揃えが良い」，「品質，

鮮度が良い」，「食料品以外の買い物もできる」の5つであった．  
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図5-1 利用店舗数の割合 

 

 

図 5-2 交通手段分担率  

 

 

図 5-3 交通手段別所要時間の分布  
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図 5-4 店舗利用理由の集計結果  

 

5-4 買い物店舗選択行動モデル  

 

5-4-1 買い物店舗選択行動モデルの概要  

 

前節では，食料品の買い物に関するアンケート調査による，個人の買い物行動

の実態分析を行った．ここでは，買い物アクセシビリティ評価手法の一部として，

アンケート調査の結果にもとづき，買い物店舗選択行動モデルの構築を行う．買

い物店舗選択行動モデルは，非集計ロジットモデルを用いて構築し，説明変数は

アンケート調査で回答を得た項目を参考に設定した． アンケート調査では，最大

で 5 店舗まで，日常的に利用する食料品店とその利用頻度，交通手段について回

答を得た．ここで，日常的に利用すると回答のない店舗は，ある個人の選択肢に

ない店舗であり，最も利用頻度が高かった店舗は，ある個人にとって最も効用が

高い店舗であると考える．  

そこで，買い物店舗選択行動モデルの構築においては，選択肢集合を日常的に

利用すると回答した店舗，選択店舗を最も利用頻度を高く回答した店舗とする，

多項ロジットモデルとした．この際に，最も利用頻度が高い店舗が複数存在した

場合は，ExcelのRnd関数の活用により，最も利用頻度が高い店舗の中から，選択

店舗をランダムに決定した．また，パラメータの推定に必要な食料品店に関する

データは，日本スーパー名鑑ポイントデータ 76)より入手した．  
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5-4-2 買い物店舗選択行動モデルのパラメータの設定  

 

図 5-4 に示したアンケート調査の結果をもとに検討した説明変数を表 5-2 に示

す．アンケート調査で回答を得た項目のうち「勤務先（通学先から近い）」，「店の

近くが渋滞しない」，「値段が安い」，「品質，鮮度が良い」，「子供連れで買い物し

やすい」，「店の雰囲気，接客態度が良い」，「友人・知人に会える」は，データ取

得の困難さから，説明変数から除外することとした．その他の項目に関しては，

回答率が低かったものも含め，説明変数として検討を行った．日本スーパー名鑑

ポイントデータでは，各店舗の取扱品目について，食料品を 14 品目注 2)，食料品

以外を 26 品目注 3)に分けて取扱いの有無を示している．「食料品の取り扱い品目

数」及び「食料品以外の取り扱い品目数」ではこのデータより取り扱い品目数を

数え，説明変数とした．同様に設置施設数では，日本スーパー名鑑ポイントデー

タで整理されている 4 項目注 4)のうち設置されている施設を数え，説明変数とし

た．他に「競合店舗数」は，各店舗に関して，1km 圏内に立地している食料品店

の数を算出し，説明変数とした．  

 

表 5-2 買い物店舗選択行動モデルの説明変数として検討した項目  
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5-4-3 買い物店舗選択行動モデルのパラメータの推定結果  

 

パラメータの推定結果を表 5-3 に示す．モデル全体の説明力は低いものの，複

数の説明変数が有意となった．説明変数のうち，「駐車場台数」は「店舗面積ダミ

ー」との相関が大きかったため除外した．また，「食料品以外の取り扱い品目数」，

「設置施設数」，「深夜営業ダミー」は有意とならなかった．  

 推定結果より，所要時間は，徒歩，自転車，自動車ともに負の有意なパラメー

タとなり，自宅からの所要時間が短い店舗を選択するという妥当な結果となった．

店舗面積に関しては，1,000m2以上 7,000m2未満を 1，それ以外を 0 としたダミー

変数が有意となった．これは，日常の食料品の買い物は，7,000m2を越える大型店

舗より，最寄りの 1,000m2 から 7,000m2 未満の，中規模な食料品店で行われてい

ることを示唆している．競合店舗数も正の有意なパラメータが得られた．これは，

店舗が集積している方が，買い回りが可能となるため，選択されやすいものと考

える．その他，食料品の取り扱い品目数が多いほど，また，早朝に営業している

ほど，選択される傾向が示された．  

 

表 5-3 買い物店舗選択行動モデルの推定パラメータ結果  
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5-5 買い物アクセシビリティ評価手法  

 

5-5-1 買い物アクセシビリティ評価手法の概要  

 

本研究における，買い物アクセシビリティの評価手法について解説する．入力

データとしては，人口分布，店舗データ，道路ネットワークデータを使用する．

店舗データに関しては，店舗の立地データ及び，買い物店舗選択行動モデルにお

いて，店舗特性に関するデータを使用する．また，設定条件として，食料品の買

い物に関するアンケート調査の結果を用いる．出力される評価項目は，①到達可

能人口，②最寄り店舗までの平均距離，そして，4節で構築した③買い物店舗選択

行動モデルから算出される合成期待効用（以下，合成期待効用）の3つとした．表

5-4に各評価項目の概要と設定意図を示す．  

表5-4に示した通り，①到達可能人口では，人口という評価視点から，シビルミ

ニマムを満たす人が，どの程度存在しているかによって，対象地域の買い物アク

セシビリティを評価する．また，②最寄り店舗までの平均距離では，距離という

評価視点で，食料品店への近接性から，対象地域の買い物アクセシビリティを評

価する．これらは，比較的簡便に算出することが可能であり，実務での適用も容

易であると考える．ここでは，2つの項目の併用により，最低限の買い物アクセシ

ビリティを享受可能である人口がどの程度おり，その水準がおおよそどの程度で

あるのかを距離によって定量的に示すという設定意図がある．加えて，③合成期

待効用では，効用という評価視点で買い物アクセシビリティを評価する．合成期

待効用は，個人の店舗選択行動に関するデータが必要であるため，実務での適用

が難しい一方，店舗の特性を考慮した，より詳細な評価が可能である．  

本研究における買い物アクセシビリティ評価手法は，買い物に関するアンケー

ト調査の結果を，設定条件及び買い物店舗選択行動モデルに活用している．前述

の通り，買い物に関するアンケート調査の結果は，アンケート調査実施店舗への

来店者に対してのみ行ったものである．そのため，ここで示す買い物アクセシビ

リティ評価手法は，店舗への来店が不可能である層のアクセシビリティを評価で

きないことに留意する必要がある．  
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表 5-4 買い物アクセシビリティ評価手法における評価項目の概要  

 

 

5-5-2 到達可能人口と最寄り店舗までの平均距離  

 

表5-4に示したように，到達可能人口とは，設定時間内に，最低でも 1店舗には

到達できる人口である．また，最寄り店舗までの平均距離は各メッシュ内の人口

で重み付けをした，最も近い食料品店までの距離の平均値である．  

 分析では4次メッシュ単位で算出を行う．ここで，4次メッシュ内の人口は各メ

ッシュの中心に存在すると仮定し，各メッシュから店舗までの距離は，道路ネッ

トワークに沿った移動を扱う．  

前章で示した買い物行動アンケート調査の結果は，実際の買い物店舗選択にお

いて求められる，条件やサービスが反映されていると考える．そこで，ここでは

アンケート調査の結果から，交通手段は，徒歩，自転車，自動車を設定し，店舗

までの所要時間は，全ての交通手段において，10分以内と設定した．また，徒歩

の速度は4km/h，自転車の速度は15km/hとし，自動車の速度は，高速道路を除いた

対象地域内の道路のピーク時平均旅行速度の平均から30km/hと設定した．  
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5-5-3 買い物行動選択行動モデルから算出される合成期待効用  

 

買い物アクセシビリティ評価手法における合成期待効用は，前章で構築した買

い物店舗選択行動モデルの効用関数を用いて算出する．これにより，店舗の魅力

や個人の店舗選択行動を考慮した買い物アクセシビリティの評価を行う．また，

分析は4次メッシュ単位で行う．  

合成期待効用はメッシュ𝑛の合成期待効用を𝐿𝑛とすると，買い物店舗選択行動モ

デルのメッシュ𝑛に対する店舗 𝑖の効用関数𝑉𝑛𝑖を用いて，  

 

𝐿𝑛 = ln (∑ exp(𝑉𝑛𝑖)

𝑖

)
 

 

と示される．このとき，効用関数を算出する際の，各交通手段の移動速度は，前

節で示した設定と同様とした．  

また，アンケート調査の結果より，食料品店までの所要時間は，いずれの交通

手段においても30分以内との回答が98％以上であった．つまり，日常的な食料品

の買い物においては，所要時間が30分以上である食料品店は，選択肢として考慮

されていないと推測できる．そこで，これを閾値として設定し，店舗までの所要

時間が30分以上である食料品店は，選択肢から除外し，合成期待効用を算出した．  

式 (6-1)によって算出される合成期待効用は，店舗から受ける各メッシュの合成

期待効用であり，メッシュ内の人口を考慮していない．そこで，式 (6-2)により，

メッシュ𝑛の人口𝑝𝑜𝑝𝑛を考慮し，人口による重み付けをした，対象地域の合成期待

効用の平均値（以下，合成期待効用の平均値）𝐿̅を算出する．これにより，合成期

待効用が高いメッシュに多く人口が存在しているほど，対象地域全体の合成期待

効用の平均値は増加するといったように，人口分布の変化を考慮した，合成期待

効用の算出が可能である．  

 

𝐿̅ =
∑ (ln(∑ exp(𝑉𝑛𝑖)𝑖 ) × 𝑝𝑜𝑝𝑛)𝑛

∑ 𝑝𝑜𝑝𝑛𝑛
 

 

(6-2) 

(6-1) 
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5-6 アクセシビリティ評価手法の適用  

 

5-6-1 ケーススタディ  

 

本研究では，ケーススタディとして，栃木県宇都宮市を対象に分析を行う．こ

こでは，国勢調査のデータが存在することから H12 年，H17 年，H22 年を対象と

し，店舗の立地状況の変化による，対象地域全体の買い物アクセシビリティの時

系列変化を分析する．また，対象地域の買い物アクセシビリティを市街化区域内

と市街化区域外に分けて算出し，対象地域の格差の時系列変化についても考察す

る．  

分析に用いるデータを表 5-5 に示す．人口データは国勢調査の 4 次メッシュ人

口データから入手し，対象年次における食料品店のデータは，それぞれ 2001 年

版，2007 年版，2013 年版の日本スーパー名鑑データ注 5)より入手した．また，道

路ネットワークデータは三井造船システム技研が提供している道路地図（2013 年

版）を使用した．道路ネットワークも対象年次により変化しているが，ここでは，

店舗の立地による買い物アクセシビリティの変化を評価するため，どの対象年次

においても 2013 年の道路ネットワークと想定し，分析を行うこととした．  

本研究で対象とする食料品店の定義は，以下のように定める．  

①売り場面積 231m2以上，もしくは年商 1 億円以上の店舗（※日本スーパー名鑑

ポイントデータ収録内容より）  

②食品を主体にした，生鮮 3 品のいずれかを扱っている店舗  

③雑貨を主体にした店舗のうち，冷凍食品の取り扱いがある店舗  

 以上のデータから，各年における食料品店の数を集計した結果，H12 年で 72 店

舗，H17 年で 91 店舗，H22 年で 94 店舗であった． H12 年，H17 年，H22 年にお

ける宇都宮市の人口分布と食料品店の立地状況を図 5-5 に示す．  
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表 5-5 使用データ一覧  

 

 

 

図 5-5 宇都宮市の人口分布と食料品店の立地状況  

 

5-6-2 到達可能人口と最寄り店舗までの平均距離の分析  

 

5節の設定のもとに，宇都宮市のH12年，H17年，H22年における，到達可能人口

及び最寄り店舗までの平均距離を算出した．  

 表5-6は，到達可能人口の算出結果である．また，対象地域の人口に対する，到

達可能人口の割合も算出した．表5-6より，自動車による到達可能人口の割合は各

年とも非常に高い値を示していることがわかる．市街化区域内と市街化区域外を

比較しても，大きな差は生じていない．一方で，徒歩による到達可能店舗数は，

宇都宮市全体で60％程度であり，特に市街化区域外では，5％以下と非常に低い値

を示している．市街化区域外に居住しており，自動車を利用できない層にとって

は，食料品の買い物は非常に不便であることが考えられる．時系列変化に着目す

ると，店舗数の増加に伴い，到達可能人口は増加傾向にあることがわかる．  

H12年 H17年 H22年

食料品店

72店舗 91店舗 94店舗
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表5-7は最寄り店舗までの平均距離の算出結果である．最寄り店舗までの平均距

離は市街化区域と市街化区域外で比較したときに大きな差があり，各年とも 4倍

から5倍の差がある．市街化区域外では最寄り店舗まで3.5km以上あり，やはり自

動車がない場合，食料品の買い物は不便であることが考えられる．時系列変化に

着目すると，最寄り店舗までの平均距離は減少傾向にあるが，H17年からH22年に

かけては，市街化区域内では増加し，市街化区域外では減少するという結果とな

った．これは，H17年からH22年にかけて，宇都宮市全体での食料品店の数は増加

したが，その内訳として，市の中心部では撤退が起き，市の郊外部で新規立地が

起きているためであると考えられる．  

 

表 5-6 買い物アクセシビリティ評価手法による到達可能人口の評価結果  

 

 

表 5-7 買い物アクセシビリティ評価手法による  

最寄り店舗までの平均距離の評価結果  

 

 

 



第 5章 消費者を考慮した大規模小売店舗の立地評価 
 

81 
 

5-6-3 買い物店舗選択行動モデルから算出される合成期待効用の分析  

 

ここでは，店舗の特性や個人の店舗選択行動を考慮した評価項目である合成期

待効用を算出する．まず式 (6-1)を用いて，5節で示した条件設定の下，各メッシュ

が受ける合成期待効用を算出した．ここで，合成期待効用は交通手段分担率を考

慮した値を算出した．交通手段分担率は，図5-2で示した，アンケート調査の結果

を採用している．具体的には，交通手段別の合成期待効用を算出し，アンケート

調査による交通手段分担率で重み付けをした上で，これらを合計した値を，交通

手段分担率を考慮した合成期待効用として算出した．ここで，交通手段分担率は

対象地域全体で一律であるとした．  

結果を図5-6に示す．白抜きのメッシュは人口が存在しないメッシュである．図5-

6より，H12年からH22年にかけて，店舗数の増加により，宇都宮市の中心部にお

いて合成期待効用の値が5以上であるメッシュが拡大していることがわかる．ま

た，H12年からH17年にかけては，図中の黒枠で囲った店舗の立地に伴い，周辺メ

ッシュの合成期待効用が増加していることも確認できる．このように，この評価

項目では，合成期待効用により，買い物アクセシビリティをメッシュ単位で評価

することが可能である．ただし，合成期待効用は相対的な値であり，算出した結

果によって絶対的な買い物アクセシビリティの評価をしているわけではないこと

に留意する必要がある．  

次に，式 (6-2)により，合成期待効用の平均値を算出した．ここでは，前節で算

出した，交通手段分担率を考慮した合成期待効用の他に，交通手段ごとの合成期

待効用についても，平均値の算出を行った．ここで，交通手段分担率を考慮した

実態に近い合成期待効用の平均値の算出と，交通手段別の，合成期待効用の平均

値の差を比較をする．  

さらに，宇都宮市全体の買い物アクセシビリティの格差を示すため，合成期待

効用のジニ係数の算出も行った．ジニ係数は，所得分布や資産分布の格差を測る

ための尺度の1つである．ジニ係数は，0と1の間の値を取り，値が1に近づくほど

格差が大きいことを示している．参考までに，H26年の全国消費実態調査による

と，日本の等価可処分所得のジニ係数は0.281である 77)．  

合成期待効用の平均値とジニ係数の算出結果を表 5-8に示す．表5-8より，自動
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車の合成期待効用の平均値は市街化区域と市街化区域外で大きな差がないことが

わかる．一方，徒歩では市街化区域と市街化区域外で大きな差が開いており，徒

歩の場合，市街化区域外の買い物アクセシビリティが，市街化区域と比較して低

いことが分かる．将来，自動車を利用できない層が増えた場合，市街化区域外に

住む人にとって食料品の買い物が大きな負担となることが懸念される．交通手段

分担率を考慮した合成期待効用の平均値は，市街化区域と市街化区域外で大きな

差はない．これは自動車の交通手段分担率が約70％あるため，自動車の合成期待

効用の影響が大きく出ているものと考えられる．時系列変化を見ると，いずれの

交通手段でも宇都宮市全体の合成期待効用の平均が増加しており，買い物アクセ

シビリティは経年的に向上していることがわかる．  

 ジニ係数の値も，各年において，徒歩と自動車で大きな差があることがわかる．

自動車では，合成期待効用の格差はほとんどないが，徒歩では，0.205から0.282を

示しており，日本の等価可処分所得と同程度の格差が存在していることがわかる． 

買い物アクセシビリティの公平性という視点においては，自動車が利用できなく

ても便利に買い物ができるよう，買い物アクセシビリティ改善施策が求められる． 

 

 

図 5-6 買い物アクセシビリティ評価手法による合成期待効用の評価結果   

 

 

 

 

H12年 H17年 H22年

食料品店
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表 5-8 買い物アクセシビリティ評価手法による  

合成期待効用の平均値とジニ係数  

 

 

5-7 本章の結論  

 

本章では，食料品の買い物に関するアンケート調査を行い，食料品の買い物行

動の実態を把握した．その上で，アンケート調査の結果を活用し，宇都宮市にお

ける個人の店舗選択行動を考慮した，買い物アクセシビリティを評価した．また，

ここでは，店舗立地の変化による買い物アクセシビリティの時系列変化を分析す

るとともに，市街化区域内と市街化区域外での比較分析を行った．  

 一連の分析結果をまとめると以下のようになる．  

・食料品の買い物に関するアンケート調査の結果より，日常的な食料品の買い物

では，複数の店舗が利用されていることが明らかとなった．また，交通手段は自

動車が最も多く，いずれの交通手段においても店舗までの所要時間は10分以内が

大部分を占めた．  

・買い物アクセシビリティ評価手法の適用により，対象地域では店舗の増加によ

り，経年的に買い物アクセシビリティが向上していることが明らかとなった．ま

た，徒歩の場合，市街化区域内と市街化区域外では買い物アクセシビリティに大

きな格差が生じていることが明らかとなった．加えて，自動車を利用できない層

の買い物アクセシビリティが非常に低いことが明らかとなった．   
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今後は人口減少により，需要そのものが低下し，食料品店の撤退が起こる可能

性がある．また，立地適正化計画により，集約エリアに食料品店の誘導が行われ

れば，相対的に非集約エリアの買い物アクセシビリティは低下することも考えら

れる．集約エリアに誘導を図る一方で，非集約エリアにおける最低限の生活利便

性を確保することが求められる．小さな拠点の設定や移動販売等の活用により，

シビルミニマムの保障を行うことが必要であると考える．  

本研究で示した買い物アクセシビリティ評価手法は，人口分布や店舗立地，交

通環境の変化に加え，店舗特性を変数とした買い物アクセシビリティの評価が可

能である．この評価手法の適用により，非集約エリアにおける買い物不便地域の

把握が期待される．  

  

 

補注  

注1) アンケート調査では，普段利用する店舗の回答数の上限を 5 店舗として

いた．このため，回答者の中には普段利用する店舗が 6 店舗以上である

人が含まれている可能性に留意する必要がある．  

注2) 菓子・嗜好品，缶壜詰，調味料，乳製品，農干海産物，パン，精肉，冷凍

食品，青果，鮮魚，惣菜・デリ，酒，米，その他食品の計 14 品目．  

注3) 婦人衣料，紳士衣料，ベビー子供衣料，寝装・寝具，服飾雑貨，バッグ・

袋物，肌着靴下，生地，靴・履物，その他衣料，日用品雑貨，文具，化粧

品，大衆薬，調剤薬，玩具，電機製品，家具・インテリア，DIY 用品，ス

ポーツ・レジャー用品，ペット用品，園芸花木，カー用品，その他雑貨，

雑誌，タバコの計 26 品目．  

注4) クリーニング，フードコート，DPE，その他の計 4 項目  

注5) 本研究は東京大学空間情報科学研究センター（CSIS）からデータ提供を受

けて実施している．データ入手の都合上，対象年次の日本スーパー名鑑ポ

イントデータがなかったことから，年次の近い 2001 年版，2007 年版，

2013 年版のデータより，開店年月をもとに対象年次の食料品店データを

作成した．  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 章 

総括 

 

 

 

 

 

 

 

6-1 大規模小売店舗の立地方針の提案  

6-2 立地方針における本研究の活用方法 

6-3 得られた知見 

6-3 今後の課題 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

  



第 6章 総括 
 

85 
 

6-1 大規模小売店舗の立地方針の提案  

 

 本研究では，非集約エリアの大型店舗に焦点を当て，計画と商業者，計画と消

費者の視点から分析を行った．ここでは，非集約エリアにおける大型店舗の立地

方針として，計画者，商業者，消費者の視点から立地方針に係わる制度の整理を

行う．  

 図 6-1 は，非集約エリアの立地方針に関して，計画者，商業者，消費者の関係

を示した図である．商業者と消費者は市場の中で需要と供給の関係にある．それ

に対し，計画者は商業者に対して①立地規制策と②立地誘導策を行い，消費者に

対しては，非集約エリアにおける最低限の生活の保障として，③シビルミニマム

の保障策を行うと整理できる．以下に，3 つの手法として考えられる具体的な制

度を述べる．  

 

①立地規制策  

 立地規制策としては，線引き制や用途地域制などの土地利用規制が考えられる．

土地利用規制は，人口増加期においては急増する土地需要に対して過密化を抑制

し，一定の成果を挙げてきた．しかし，人口減少期においては，土地需要が減退

する中で，土地利用規制が，都市の集約化にどの程度効果があるかは不明瞭であ

る．今後は線引き制度の見直しなど，立地規制策の見直しの必要性が考えられる．  

 

②立地誘導策  

 立地誘導策としては，大型店舗の立地に対して税制措置や届出制度によって直

接的に介入する制度と，条例やガイドラインによって間接的に介入する制度が考

えられる．直接的な制度として，例えば立地適正化計画による支援制度や大店立

地法における届出制度が考えられる．また，間接的な制度としては，立地適正化

計画における都市機能誘導区域の設定や，自治体による条例やガイドラインが考

えられる．  

表 6-1 は都道府県や政令指定都市による大型店舗の立地調整制度を整理した表

である 78)~94)．このように，自治体の条例などによる独自の取り組みも各地でみら

れる．特に，福島県や兵庫県，福岡県では，県単位での広域の立地調整を行って
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いることがわかる．大型店舗は立地の影響が市町村の範囲を超えることも考えら

れるため，今後はこのような広域調整が求められると考える．  

 

③シビルミニマムの保障策  

 具体的な法制度や取り組み事例が少ないのが現状である．例としては，内閣府

による小さな拠点 95)や立地適正化計画における，移転後の跡地活用（施設の除去

や緑地化等）があげられる．今後は，非集約エリアの生活利便性をいかに保証す

るかを議論する必要があると考える．  

 

 ここで，時間軸の視点で各制度を整理するならば，立地規制策は長期的な方針，

立地誘導策とシビルミニマムの保障策は短期的な方針による制度であると考えら

れる．立地規制策は用途地域制等により，敷地単位の更新によって緩やかに変化

するため，実現までに時間を要するが，計画目標は長期的に設定されている．一

方で，立地誘導策は税制措置や財政支援，都市計画事業など直接的な公共介入を

含んでおり，短期的な実現を目指している．最後に，シビルミニマムの保障策は，

立地誘導策に伴い商業機能が縮退する非集約エリアにおける，最低限の利便性の

保障が目的であり，短期的な視点での施策が求められる．  

 以上を踏まえ，非集約エリアにおける立地方針の概念図を図 6-2 に示す．長期

的な方針として，立地規制策が定められる．それに対し，立地規制策を軸に，立

地誘導策とシビルミニマムの保障策を短期的な方針として実施し，スパイラルア

ップによって，緩やかに大型店舗の立地をコントロールすることが重要であると

考える．また，長期的方針においても計画と市場のバランスを図り，線引きの見

直しなども必要であると考える．    
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表 6-1 自治体による大規模小売店舗の立地調整制度 

参考：福島県：大型店等の立地調整（適正配置）制度 

（都道府県・政令都市） 78)より作成 

 

 

自治体名 制度の種別 名称 対象施設の基準面積 概要

北海道 条例 北海道地域商業の活性化に関する条例 店舗面積6,000㎡超（小売の用に供する面積）

岩手県 条例
特定大規模集客施設の立地の誘導等に関する

条例
床面積6,000㎡超

・誘導地域への誘導

・誘導地域以外は原則として抑制地域

宮城県 条例

宮城県特定大規模集客施設の立地の誘導等に

よるコンパクトで活力あるまちづくりの推進

に関する条例

床面積10,000㎡以上もしくは店舗面積6,000㎡以上の集客施

設

・誘導地域への誘導誘導

・地域以外は原則として抑制地域。新設の届出が必要とな

り、市町村、住民の意見を聴取し、審議会への諮問・答申

を経て立地誘導の判断をする。

福島県 条例 福島県商業まちづくりの推進に関する条例

店舗面積6,000㎡以上（小売の用に供する面積）

※店舗面積の算出が困難な場合にあっては、延べ床面積

10,000㎡以上

・誘導地域以外は原則として抑制地域

・誘導市町村内の指定地域に誘導

・特に、以下の地域への立地は厳に抑制する

①市街化を抑制する地域

②市街化の見通しが明確でない地域

③集団性の高い優良な農地

④景観の優れた地域

⑤自然環境を保全すべき地域

⑥良好な水環境を保全することが特に必要な地域

⑦その他商業まちづくりの推進に影響を及ぼす地域

新潟県 条例
新潟県にぎわいのあるまちづくりの推進に関

する条例

床面積10,000㎡超の集客施設（劇場、店舗、飲食店等）

で、店舗面積（小売業の用に供する面積）3,000㎡超

・誘導地区、特例誘導地区への誘導

・誘導地区外、特例誘導地区外の抑制

福井県 方針
コンパクトで個性豊かなまちづくりの推進に

関する基本的な方針
床面積10,000㎡超

準工業地域において、市町が特別用途地区等の都市計画決

定を行い、必要な条例の整備を行うことを要請

山梨県 ガイドライン 大規模集客施設等の立地に関する方針
集客施設であって、その用途に供する部分の床面積が6,000

㎡超

中心市街地活性化基本計画の認定を受けようとする市町村

に係る準工業地域については立地を抑制

愛知県 ガイドライン 愛知県商業・まちづくりガイドライン
店舗面積3,000㎡以上（3,000㎡以上増床する既設店舗を含

む）

・誘導地域、抑制地域は規定していない。

・ただし、県は誘導、抑制の考えを示す。

京都府 ガイドライン 地域商業ガイドライン
床面積10,000㎡超で店舗部分が大規模小売店舗と認められ

るもの

・中心市街地における出店誘導エリアへ誘導

・抑制エリアへの新たな立地計画には、立地不可として指

導する。

兵庫県 条例
大規模集客施設の立地に係る都市機能の調和

に関する条例

床面積1,000㎡以上（新築のほか、増築、用途変更を含

む。）※対象施設の用途に供する部分の床面積の合計

・立地誘導・抑制にかかる方策を「広域土地利用プログラ

ム」として定めている。

・広域商業ゾーン、準広域商業ゾーン、地域商業ゾーンへ

立地を誘導。

・広域商業ゾーン、準広域商業ゾーン、地域商業ゾーン以

外の地域に立地できる施設の床面積の上限は6,000㎡程度と

する。

鳥取県 条例 鳥取県大規模集客施設立地誘導条例 総床面積が1,500㎡を超える集客施設

・都市計画法における近隣商業地域、商業地域、開発整備

促進区に優先して誘導。

・都市計画法における市街化調整区域、農業振興地域の整

備に関する法律における農用地区域、自然公園法における

自然公園の区域、景観法による景観計画区域への立地を抑

制

山口県 ガイドライン 大規模小売店舗の立地に関するガイドライン
・店舗面積1,000㎡超の新設大規模小売店舗

・店舗面積6,000㎡超の既存大規模小売店舗

・誘導地域、抑制地域は規定していない。

香川県 ガイドライン 大規模小売店舗の立地に関するガイドライン

店舗、映画館、飲食店、遊技場等の集客施設であって、当

該建築物の床面積（駐車場、駐輪場を除く。）が10,000㎡

を超えるもの

・一定の要件が確保されている地域をを集約拠点として誘

導

福岡県 方針 大規模集客施設の立地ビジョン

・施設の床面積の合計3,000㎡以上

・うち広域視点に立地を誘導する施設は施設の床面積の合

計が10,000㎡以上

・広域拠点、拠点を設定し誘導する。

・広域拠点、拠点以外の地域は立地を抑制

宮崎県 方針 宮崎県まちづくり基本方針 延べ床面積10,000㎡超

・大規模集客施設の立地を誘導する区域の設定

・大規模集客施設の立地を抑制する区域以外の区域では立

地を原則として抑制。

浜松市
条例

ガイドライン

・浜松市における地域特性に則した商業集積

の実現によるまちづくりの推進に関する条例

・浜松市商業集積ガイドライン

集客施設の用途に供する部分の床面積5,000㎡超
・商業集積のゾーニングを行う。

・住居系、工業系の用途地域には無秩序な立地を抑制

京都市 方針 京都市商業集積ガイドプラン

7種類のゾーンごとに店舗面積の上限の目安を定めている

・広域型商業集積ゾーン：特に定めない

・地域型商業集積ゾーン：立地条件を考慮した店舗規模

・近隣型商業育成ゾーン：1,000㎡

・特化型商業誘導ゾーン：1,000㎡

・職住共存ゾーン：1,000㎡

・産業機能集積ゾーン：

　3,000㎡（郊外エリア、島状エリア）

　8,000㎡（既成市街地内工業地域、高度集積地区）

　1,000㎡（幹線道路沿い）

　3,000㎡（高度集積地区）

・四条河原町界わい、京都駅界わいでは京都を代表する商

業集積拠点として、都市間競争に負けない魅力づくりのた

め、回遊性を高めるとともに一層の集積を図る。

・特に抑制地域は想定していない。
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図 6-1 計画者・商業者・消費者の関係 

 

 

図 6-2 非集約エリアの立地方針の概念 
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6-2 立地方針における本研究の活用方法  

 

 前節では，本研究が着目した計画者，商業者，消費者の視点から立地方針に関

する制度の整理を行った．この際，立地規制策を長期的方針，立地誘導策とシビ

ルミニマムの保障策を短期的方針として，短期的な方針のスパイラルアップによ

り大型店舗の立地をコントロールすることを述べた．本節では，この立地方針の

整理から，短期的方針に焦点を当て，非集約エリアにおける大型店舗の立地方針

に関して本研究の成果の活用方法を提案する．  

 まずは立地誘導策に着目する．4 章では，非集約エリアにおいても大型店舗の

立地ポテンシャルが高いエリアが存在することを示した．商業者の視点からは，

非集約エリアにも大型店舗の立地可能性があるエリアが存在することから，これ

を拠点として活用し，計画と市場のバランスを図ることが必要であると考える．

次にシビルミニマムの保障策に着目する．5 章では，消費者の視点に着目し，買

い物利便性の評価を行った．買い物利便性が高いエリアは，現状で一定数の消費

者の利用が想定される．一方で，非集約エリアにおけるシビルミニマムの保障策

に関する制度は少なく，大型店舗の撤退による消費者視点での対応は不十分であ

る．シビルミニマムの保障のため，買い物利便性が高いエリアは拠点として活用

することが考えられる．  

以上より，本研究では大型店舗の立地誘導可能性と消費者の利便性に着目し，

非集約エリアにおいて小さな拠点 81)として活用するエリアを設けることを立地

方針として提案する．図 6-3 に，非集約エリアにおける拠点導出のイメージ図を

示す．レイヤー1 は立地適正化計画によって設定された非集約エリアを示すレイ

ヤーである．レイヤー2 は，本研究の 4 章で示した立地ポテンシャルの評価結果

のレイヤーである．レイヤー3 は，本研究の第 5 章で示した，買い物アクセシビ

リティの評価結果のレイヤーである．このように，本研究の成果を統合し，非集

約エリアにおいて商業者及び消費者の視点から，魅力的なエリアを導出し，非集

約エリアの小さな拠点として活用することを立地方針として提案する．  
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図 6-3 非集約エリアにおける立地方針  
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6-3 得られた知見  

 

 本研究では，集約型都市構造の非集約エリアに着目し，大型店舗の立地方針を

明らかにすることを目的に，計画と商業者，計画と消費者の視点から分析を行っ

た．以下に本研究から得られた知見を述べる．  

 

第 1 章は序章であり，本研究の背景，目的を述べたうえで，大型店舗の立地に

関する既往研究の整理を行った．既往研究の整理からは，これまで大型店舗の立

地動向の変化や関連する法制度の変遷に合わせて，実態分析や影響評価に関する

蓄積が多数ある一方，近年導入された立地適正化計画を踏まえた知見は少ないこ

とを述べた．また，大型店舗の立地に対する政策評価を行った研究や，その立地

メカニズムをモデル化した研究も見られた．しかし，特に非集約エリアに着目し

た研究や，計画と商業者，消費者の視点に着目した研究は少ないことを述べ，本

研究の特徴を示した．  

第 2 章では，大型店舗の立地に係わる法制度を概観した．特に 2006 年の都市計

画法の改正に伴い，大規模集客施設に対する規制が変化したことから，土地利用

規制に対し不適格であるとされた店舗が存在することを整理した．また，立地適

正化計画の導入により，それまでの土地利用規制に誘導という形で都市機能誘導

区域が追加されたことを述べた．以上の経緯から，集約エリアが変化しているこ

とを示し，時間軸上で不適格とされた大型店舗への対応のあり方という本研究の

視点を述べた．またこれらを踏まえ本研究の非集約エリアの定義を都市機能誘導

区域外と定義した．  

第 3 章では，基礎的な整理として集約エリアである都市機能誘導区域に着目し，

これまでの大型店舗の立地動向を把握した．また，都市機能誘導区域に設定され

たエリアの特徴及び大型店舗が立地しているエリアの特徴の把握を行った．  

 分析の結果，都市機能誘導区域に設定されたエリアでは，2015 年時点で，全体

の約 47%の売場面積が存在し，大型店が多く立地しているエリアであることが明

らかとなった．しかし，都市機能誘導区域の売場面積はこれまで減少傾向にあり，

ゆるやかに撤退が起きている．一方で，非集約エリアである都市機能誘導区域外

では売場面積が増加傾向にあることがわかった．また， 都市機能誘導区域の特性
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の把握からは，以下の 3 点の知見を得た．  

①中心市街地に該当するエリアでは，人口が多く，大型店舗も多く立地している

が，いずれも減少傾向にある．このエリアは都市機能誘導区域の約 13%が含まれ

ており，立地誘導に向けた対策が必要である．  

②大型店舗が最も多く立地しているのは郊外の人口が減少傾向にあるエリアであ

り，売場面積も増加傾向にある．このエリアは中心市街地から離れているが，近

い位置に鉄道駅が存在している．このことから，鉄道駅周辺に大型店舗が立地す

る傾向が示唆されたと考える．また，このエリアは都市機能誘導区域の約 46%を

含んでいる 

③郊外の人口が少ないエリアや工業系の用途地域に隣接するエリアでは，大型店

舗が撤退する傾向が示された．中心市街地だけでなく，郊外においても大型店舗

が撤退しているエリアが存在することがわかる．一方で都市機能誘導区域の約

18%がこれらのエリアに含まれており，都市機能誘導区域として適切であるか検

証の必要がある．  

第 4 章では，計画と商業者の視点から非集約エリアに立地する大型店舗の，集

約エリアへの立地誘導の可能性を評価した．具体的には，立地ポテンシャルモデ

ルの構築により，大規模小売店舗の立地要因を分析するとともに，都市機能誘導

区域内外の立地ポテンシャルを評価した．分析の結果，全体として，都市機能誘

導区域の立地ポテンシャルは，都市機能誘導区域外よりも高いことが示された．

一方で，エリア別にみると，都市機能誘導区域によって立地ポテンシャルには大

きな差があり，都市機能誘導区域外の平均値よりも立地ポテンシャルが低いエリ

アも存在することが明らかとなった．大型店舗は依然として郊外立地の傾向を示

しており，集約エリアへの誘導を行うためには一定のインセンティブが必要であ

る．立地誘導のための施策が十分に機能するかチェックしながら，立地適正化計

画を運用していく必要があると考える．  

第 5 章では，消費者の視点に立ち，買い物利便性という観点から，大型店舗の

立地を評価した．具体的な分析として，本研究ではまず，食料品の買い物に関す

るアンケート調査を行い，食料品の買い物行動の実態を把握した．その上で，ア

ンケート調査の結果を活用し，個人の店舗選択行動を考慮した，買い物アクセシ

ビリティを評価した．また，ここでは，店舗立地の変化による買い物アクセシビ
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リティの時系列変化を分析するとともに，市街化区域内と市街化区域外での比較

分析を行った．結果として，経年的に買い物アクセシビリティは向上しているこ

とが示された．一方で，自動車を利用できない層の買い物アクセシビリティが非

常に低いことや，エリアによって買い物アクセシビリティに大きな格差があるこ

とが明らかとなった．集約エリアに大型店舗の誘導が進めば，非集約エリアは相

対的に利便性が低下していくことが考えられる．しかし，非集約エリアにも，居

住を続ける住民は一定数存在する．これらの人々の最低限の生活利便性を保障す

ることが必要であると考える．  

本研究で示した買い物アクセシビリティ評価手法は，空間的な抵抗のみならず，

消費者の実際の店舗選択行動を考慮している．この評価手法の活用によって，よ

り実態に即した買い物利便性を評価することで，消費者から見た非集約エリアの

評価が可能であると期待される．  

第 6 章ではまず，本研究が着目した，計画者と商業者，消費者の視点から非集

約エリアにおける大規模小売店舗の立地方針を提案した．計画者が商業者に対し

て実施する施策として立地規制策，立地誘導策を示し，消費者に行う施策として

シビルミニマムの保障策を示した．また，立地規制策を長期的方針，立地誘導策

とシビルミニマムの保障策を短期的方針であると整理し，長期的方針を軸に，短

期的方針のスパイラルアップによって大型店舗の立地をコントロールするという，

立地方針に関する概念を示した．その上で，短期的方針に焦点をあて，商業者と

消費者の視点から，非集約エリアにおける大型店舗の立地方針に関する本研究の

活用イメージを述べた．  
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6-3 今後の課題  

 

 本研究では非集約エリアの大型店舗に焦点を当て，消費者，商業者，計画者の

視点にたち非集約エリアの立地方針の提案を行った．また，立地方針における本

研究の活用手法を述べた．  

 一方で，非集約エリアの大型店舗を誘導する効果的な手法論は未確立である．

今後はさらに詳細に大規模小売店舗の立地・撤退動向を分析し，効果的な大型店

舗の誘導手法を構築する必要がある．  

 また，特に撤退に着目した分析も重要である．人口減少社会では消費者の絶対

数が減少するため，大型店舗の撤退も増加することが予想される．大型店舗の撤

退パターンを把握することで，より効果的な施策の提言ができるものと考える．  
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